憲法公布７０年記念日前後の報道
改憲阻止訴え各地で集会＝札幌ではデモも－憲法公布７０年


プラカードなどを掲げてデモ行進する人たち＝３日午後、札幌市中央区
　「平和を守ろう」「憲法を変えさせてはいけない」。日本国憲法公布から７０年を迎えた３日、改憲阻止や安全保障関連法の廃止などを訴える集会が各地で開かれた。
　札幌市内ではデモが行われ、雪交じりの雨の中、約６５０人が参加。「戦争放棄を誓ったはずだ」「平和と命と子どもを守ろう」などとシュプレヒコールを繰り返し、練り歩いた。
　主催した北海道弁護士会連合会の太田賢二理事長は「私たちはこれまでも、そしてこれからも戦わない。市民の皆さんと共に安保法を廃止する、戦争をしないという気持ちを改めて確認したい」と訴えた。


講演する「九条の会」事務局長の小森陽一・東京大教授＝３日午後、大阪市中央区
　大阪市中央区では「九条の会」事務局長の小森陽一・東京大教授が講演。安倍政権の動きに危機感を表し、「自衛隊が海外で殺し、殺されるような活動は絶対にさせない。憲法を変えさせてはいけないという一致点を草の根でつくることが最重要課題だ」と約８００人の聴衆に呼び掛けた。
　参加した大阪府四條畷市の会社員岡本亮介さん（２７）は「改憲されたら若者が将来戦争に駆り出される可能性がある。９条は守らないといけない」と話した。
　東京都千代田区でも市民団体が憲法集会を開催。約４００人が参加し、大学教授らの講演や、沖縄県の米軍北部訓練場ヘリコプター着陸帯移設工事に反対する住民運動を撮影したＤＶＤ上映などが行われた。（時事通信2016/11/03-18:39）
憲法公布70年、各地で集会　「9条守れ」「改正を」

共同通信2016/11/3 19:04
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雪交じりの雨が降る中、札幌市で開かれた護憲派の集会＝3日午後

　日本国憲法公布70年となる3日、護憲派は東京や札幌市で集会を開き、「9条を守れ」と訴えた。改憲派は3日を前に東京で開いた集会で「憲法は（連合国軍による）占領下のままだ」と強調し、早期の改正を呼び掛けた。

　節目を迎えた憲法を巡っては、改正を目指す安倍晋三首相の下、改憲勢力が衆参両院で3分の2を占め、衆院憲法審査会が10日に始まるなど、本格的な議論が目前に迫る。民意は割れており、共同通信の世論調査（8～9月）では改憲派が58％を占める一方、安倍首相下での改憲には55％が反対している。

公布７０年、各地で憲法考える催し　改憲の動きに危機感
朝日新聞デジタル佐藤恵子、光墨祥吾2016年11月3日20時15分

雨の中、「ＹＥＳ！憲法」のメッセージを掲げる参加者＝３日午後、札幌市中央区、白井伸洋撮影






　憲法公布から７０年を迎えた３日、各地で憲法を考える催しがあった。憲法改正を探る動きが出始め、安全保障関連法に基づく自衛隊活動の拡大も予定されるなか、参加者たちはそれぞれ、憲法を見つめ直した。
　東京都千代田区では市民団体「解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会」が集会を開き、約４００人（主催者発表）が集まった。石川健治・東大教授は講演で「憲法が風通しのよい社会をもたらしてくれた。それは憲法が『個』を大事にする仕組みをつくってくれたからだ。戦後、我々が獲得したのは個として生きる自由だった」と指摘。自民党の改憲草案については「個を抹殺する書きぶり。個が『全体』の部分として生きるしかない案になっている」と批判した。
　札幌市の大通公園では北海道弁護士会連合会の主催で、憲法違反との指摘が続く安保法の廃止を求める集会が開かれ、約１千人（主催者発表）が参加した。山口二郎・法政大教授は安保法について「憲法無視の政治の暴走を見過ごすわけにはいかない。法の運用に私たちが目を光らせ、声をあげることがこれからも必要だ」と呼びかけた。
　参加者は集会後、市内をデモ行進。参加した北海道鷹栖町の大学４年生、村中千広さん（２４）は「安保法には友人の自衛隊員も危機感を持っている。政府の思い通りに憲法を変えることには絶対反対」と話した。
　大阪市や福岡市でも護憲などを訴えるイベントがあったほか、熊本市では憲法改正を求める団体「美しい日本の憲法をつくる熊本女性の会」が講演会を開催。同会によると、約７００人が参加した。（佐藤恵子、光墨祥吾）
憲法公布７０年 　各地で考える集会
毎日新聞2016年11月4日　東京朝刊
　日本国憲法公布７０年となる３日、護憲派は東京など各地で集会を開き、「９条を守れ」と訴えた。改憲派は３日を前に東京で開いた集会で「憲法は（連合国軍による）占領下のままだ」と強調し、改正を呼び掛けた。 
　「解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会」が３日、都内で開いた集会には主催者発表で約４００人が参加。委員の高田健さん（７１）は「憲法は危うくなっている。自衛隊が海外で戦争をしようという時代が迫っている」と述べた。講演した石川健治東大教授（憲法学）は「誰がつくったかではなく、権力が暴走していないかどうかで見るべきだ。この７０年間、（権力を縛る）立憲主義が成立している」と説明した。 
　一方、改憲派の「新しい憲法をつくる国民会議」が東京・永田町で１０月２７日に開いた研究会には数十人が参加。清原淳平会長は「日本は独立したにもかかわらず、陸海空軍の不保持など占領下の憲法のままになっている。平和主義は守るが戦う体制は持っていこうというのがわれわれの考え方だ」と訴えた。 
護憲・改憲、訴え熱く　各地で公布70年集会 
日経新聞2016/11/3 22:35
[image: image8.wmf]

32



 HTMLCONTROL Forms.HTML:Hidden.1 [image: image9.wmf]

JO_CM_FLK



 HTMLCONTROL Forms.HTML:Hidden.1 [image: image10.wmf]

DGXLASDG0



 HTMLCONTROL Forms.HTML:Hidden.1 [image: image11.wmf]

0

　日本国憲法公布70年となる３日、護憲派は東京などで集会を開き、「９条を守れ」と訴えた。改憲派は３日を前に東京で開いた集会で「憲法は（連合国軍による）占領下のままだ」と強調し、早期の改正を呼び掛けた。
　「解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会」が３日、都内で開いた集会には主催者発表で約400人が参加。委員の高田健さん（71）は「憲法は危うくなっている。自衛隊が海外で戦争をしようという時代が迫っている」と述べた。
　講演した石川健治東大教授（憲法学）は「平和主義で支えられた憲法は風通しの良い社会や『個』を大事にする仕組みをつくった」と強調。「誰がつくったかではなく、権力が暴走していないかどうかで見るべきだ。この70年間、（権力を縛る）立憲主義が成立している」と説明した。
　一方、改憲派の「新しい憲法をつくる国民会議」が東京・永田町で10月27日に開いた研究会には数十人が参加。清原淳平会長は「日本は独立したにもかかわらず、陸海空軍の不保持など占領下の憲法のままになっている。平和主義は守るが、戦う体制は持っていこうというのがわれわれの考え方だ」と訴え、「安倍首相には慎重に改正を実現してほしい。改正に向け、世論をつくっていこう」と呼び掛けた。
　衆院憲法審査会委員で自民党の宮崎政久議員も参加し「今の時代を見据え、主体的に冷静に考えて変えるべきものは変えるべきだ」と述べた。〔共同〕
産経新聞2016.11.3 22:12更新 
【憲法公布７０年】　改憲派、護憲派双方が各地で集会　国民会議の研究会「平和主義は守るが、戦う体制は持っていこう」

憲法改正の必要性をわかりやすく解説するジャーナリストの櫻井よしこ氏＝熊本市中央区のホテル熊本テルサ（谷田智恒撮影） 
　日本国憲法公布７０年となる３日に合わせ、改憲派、護憲派双方が各地で集会を開いた。改憲派の「新しい憲法をつくる国民会議」が東京・永田町で１０月２７日に開いた研究会では、清原淳平会長が「日本は独立したにもかかわらず、陸海空軍の不保持など占領下の憲法のままになっている。平和主義は守るが、戦う体制は持っていこうというのがわれわれの考え方だ」と訴え、「安倍首相には慎重に改正を実現してほしい」と呼び掛けた。
　一方、護憲派の団体は３日、都内や札幌で集会を開いた。
しんぶん赤旗2016年11月4日(金)

憲法９条変えさせぬ　公布７０年　市民団体が東京で集会
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（写真）南スーダン情勢と自衛隊派兵について講演する栗田さん＝３日、東京都内


　日本国憲法が公布されて７０年となる３日、「解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会｣は､東京都内で集会を開きました。会場いっぱいの３９５人が参加し、９条改悪や新任務を付与される自衛隊の南スーダン派遣を許さないことを確認しました。

　主催者あいさつした高田健さんは「安倍政権の目的は憲法９条を変えることです。野党４党と市民で安倍内閣を倒そう」と呼びかけました。

　千葉大学の栗田禎子教授（歴史学）は、南スーダンＰＫＯに新任務付与の自衛隊を派遣するのは、安倍政権が憲法９条破壊を政治的目的としているからだと指摘｡｢１発でも海外で武器使用した実績ができれば、軍隊に協力しようという社会や経済に変わってしまう。今が天下分け目だ」と述べました。

　東京大学の石川健治教授（憲法学）は、７０年間立憲主義が維持できているのは（平和主義を守る）国民にあると強調。「個」を尊重する憲法の価値を浮き彫りにして、「かけがえのない『個』が平和主義と呼応し、憲法を支える力になっていることを意識してほしい」と語りました。

志位委員長らメッセージ

　日本共産党、民進党、社民党、参院会派｢沖縄の風｣がメッセージを寄せました。日本共産党の志位和夫委員長は「市民のみなさんの運動と力をあわせ、市民と野党の共闘の流れをさらに強く大きく発展させるために奮闘する」としています。

公布70年　憲法の重要性理解　県内各地で集会


茨城新聞2016年11月4日04：15
憲法公布から70年の節目を迎えた3日、県内各地で憲法を考える集会が開かれた。憲法改正に前向きな勢力が国会で改正案発議に必要な3分の2以上の議席を占める中、環太平洋連携協定(TPP)や米大統領選、沖縄の戦争被害など幅広い問題が取り上げられ、参加者は憲法の重要性について理解を深めた。
　日本国憲法は1946年11月3日に公布、翌47年5月3日に施行された。これまで改憲に向けた議論はあったものの、公布から70年間、一度も改正されていない。
　共同通信が今年8〜9月に実施した世論調査では、安倍晋三首相の下での改憲に55%が反対し、賛成は42%。改憲が「必要」「どちらかといえば必要」とする改憲派は58%。改憲派が過半数を占める中、安倍政権による憲法改正には根強い反対があることが浮き彫りとなった。
　水戸市内で開かれた憲法勉強会(憲法を守り活かすネットワーク茨城主催)では、元防衛大教授の孫崎享(うける)氏が「アメリカの選択と安倍政権のゆくえ」をテーマに講演した。
　孫崎氏は「安倍首相の意向に議員みんなが迎合している。日本は非常に怖い国になった」と危機感を募らせた。TPPについても「大統領候補2人が反対している米国は絶対に批准しない」と指摘し、TPPのISDS条項(企業が国を訴えることができる紛争解決手続き)についても「企業の利益を守るだけ」と批判した。
　同市内では「平和憲法の集い」(憲法を生かす会・茨城主催)も開かれ、第2次世界大戦における沖縄の戦争被害について、弁護士の瑞慶山(ずけやま)茂氏が講演。沖縄のヘリパッド基地建設問題について「国を守るために軍隊を置くというのは違う。軍隊がいるから攻撃される」と指摘した。
　一方、沖縄県で住民の心的外傷後ストレス障害(PTSD)発症が多発しているとして「理由は沖縄戦。沖縄では戦争は終わっていない」と強調し、参加者に沖縄戦に関する理解を求めた。
　ひたちなか市内でも、政治情勢や国防に関する対談形式の集会が開かれた。
　水戸市内の集会に参加した60代男性は「なぜ改憲を急ぐのか。日本は武力以外の方法で平和な世界実現を目指すべきだ」と改憲の動きを懸念。ひたちなか市の60代女性は「戦争を可能にする改憲への流れが怖い。みんなが憲法改正の是非をしっかり考えることが大事」と話した。　(大平賢二、松原芙美)
憲法の公布から７０年 各地で催し
NHK11月3日 18時30分
１１月３日は、日本国憲法の公布から７０年の節目となる日です。各地で憲法を学ぼうという催しや、憲法についてさまざまな立場から話し合う会などが開かれました。
子ども向けの書店で憲法学ぶ催し
東京・銀座にある子ども向けの書店では、訪れた客などに憲法について知ってもらおうという催しが開かれました。
東京・銀座にある子ども向けの書店では、定期的に講演会や読み聞かせなどを開いています。３日はその一環として、公布から７０年となる憲法について知ってもらおうという催しが開かれ、客など２０人余りが参加しました。
講師を務めた弁護士は、憲法と一般的な法律との違いや、憲法が保障するさまざまな権利について説明し、「私たちが好きな本を読めたり本を自由に書けたりといった、ふだんの活動を保障しているのが憲法です」と語りかけました。そして、「お子さんも一緒に家族で憲法について話し合うきっかけにしてほしい」と話しました。
訪れた８０代の女性は「憲法というと、かたくて難しいものと思っていましたが、少し身近なものに感じました」と話していました。
また、２０代の女性は「最近、憲法に関するニュースが多くなったと感じるので、自分なりに勉強してみようと思います」と話していました。
主催した書店の店長、川辺陽子さんは「７０年という節目に、憲法とは何かをいま一度、考える場になればうれしいです」と話していました。
護憲派のシンポジウム
憲法を守ろうと訴える人たちは都内でシンポジウムを開き、憲法学者が「個人の尊重や平和主義をかかげ、それに共鳴して声を上げ続けてきた人たちが支えてきた」と振り返りました。
東京・千代田区で開かれたシンポジウムには主催した市民団体などからおよそ４００人が参加しました。この中で、憲法が専門の東京大学の石川健治教授は「日本国憲法によって、戦前は圧殺されていた個人を尊重し、一人一人がかけがえのない人間として生きる自由が確保されることになった。そして、平和主義とそれに共鳴して声を上げ続けてきた人たちが支えてきた」と述べて、この７０年を振り返りました。また、中東現代史が専門の栗田禎子千葉大学教授は、南スーダンのＰＫＯ活動で自衛隊に駆け付け警護などの新たな任務が検討されていることについて、「戦闘行為になればそれを突破口に、憲法９条の改正につなげる狙いがあるのではないか。自衛隊だけの問題にせず、社会全体で考えるべきだ」と指摘しました。
東京・八王子市の７９才の男性は「戦争の悲惨さを経験し子どもの頃から、憲法を大事にしなければと考えてきた。今、憲法を変える必要はなく、これからも大事にしていきたい」と話していました。
改憲派の講演会
憲法改正を求めている団体は熊本市で講演会を開き、ジャーナリストが「自主独立の国の精神に立ち戻るためにアメリカが作った憲法の改正が必要だ」と訴えました。
この講演会は憲法改正を求めている「美しい日本の憲法をつくる熊本女性の会」が熊本市内のホテルで開いたもので、主催者の発表で女性を中心におよそ７００人が参加しました。
この中で、ジャーナリストの櫻井よしこさんが「私たちは７０年間、アメリカが作った憲法の下で暮らしていて、自分たちの責任で祖国を守ろうという精神もなくなってしまった。自主独立の国の精神に立ち戻るために憲法改正が必要だ」と訴えました。
また、熊本大学の高原朗子教授が県内各地で女性を対象にした憲法の学習会を開いてきたことを報告し、「憲法を改正するための国民投票で過半数の賛成を得るには女性の理解が不可欠だ。運動を全国に広げていこう」と呼びかけました。
講演会に参加した３４歳の女性は「東アジアの情勢に危機感を持っている。今の憲法９条ではこれからの時代の流れに対応できないと思うので、改正してほしい」と話していました。
護憲派が憲法公布７０年で集会 
NHK首都圏11月03日　19時29分 
日本国憲法が公布されて７０年となる３日、憲法を守ろうと訴える人たちが都内でシンポジウムを開き、憲法学者が「個人の尊重や平和主義をかかげ、それに共鳴して声を上げ続けてきた人たちが支えてきた」と振り返りました。
東京・千代田区で開かれたシンポジウムには主催した市民団体などからおよそ４００人が参加しました。
この中で、憲法が専門の東京大学の石川健治教授は「日本国憲法によって、戦前は圧殺されていた個人を尊重し、一人一人がかけがえのない人間として生きる自由が確保されることになった。そして、平和主義とそれに共鳴して声を上げ続けてきた人たちが支えてきた」と述べてこの７０年を振り返りました。
また、中東現代史が専門の栗田禎子千葉大学教授は、南スーダンのＰＫＯ活動で自衛隊に駆け付け警護などの新たな任務が検討されていることについて、「戦闘行為になればそれを突破口に、憲法９条の改正につなげる狙いがあるのではないか。自衛隊だけの問題にせず、社会全体で考えるべきだ」と指摘しました。
東京・八王子市の７９才の男性は、「戦争の悲惨さを経験し子どもの頃から、憲法を大事しなければと考えてきた。今、憲法を変える必要はなく、これからも大事にしていきたい」と話していました。
改憲派が憲法公布７０年で講演 
NHK首都圏11月03日　19時29分 
日本国憲法が公布されて７０年の節目となる３日、憲法改正を求めている団体が熊本市で講演会を開き、ジャーナリストが「自主独立の国の精神に立ち戻るためにアメリカが作った憲法の改正が必要だ」と訴えました。
この講演会は憲法改正を求めている「美しい日本の憲法をつくる熊本女性の会」が熊本市内のホテルで開いたもので、主催者の発表で女性を中心におよそ７００人が参加しました。
この中で、ジャーナリストの櫻井よしこさんが「私たちは７０年間、アメリカが作った憲法のもとで暮らしていて、自分たちの責任で祖国を守ろうという精神もなくなってしまった。自主独立の国の精神に立ち戻るために憲法改正が必要だ」と訴えました。
また、熊本大学の高原朗子教授が県内各地で女性を対象にした憲法の学習会を開いてきたことを報告し、「憲法を改正するための国民投票で過半数の賛成を得るには、女性の理解が不可欠だ。運動を全国に広げていこう」と呼びかけました。
講演会に参加した３４歳の女性は、「東アジアの情勢に危機感を持っている。今の憲法９条ではこれからの時代の流れに対応できないと思うので、改正してほしい」と話していました。
しんぶん赤旗2016年11月4日(金)

平和へ　一緒に声あげよう　憲法公布７０年　各地で集会・デモ　東京　青年対象にアンケート

　憲法が公布されて７０年にあたる３日、全国各地で「憲法守れ」「憲法を破壊する戦争法を廃止しよう」「改憲反対」などと訴える集会やデモ行進、街頭宣伝、講演会などが多彩におこなわれました。安倍政権は、戦争法の一環で改定したＰＫＯ（国連平和維持活動）法にもとづき、自衛隊に「駆け付け警護」などの新任務を付与して、南スーダンに派兵しようとしています。各地の行動でも「自衛官を戦地に送るな」（北海道）、「憲法を変えさせない一致点を草の根でつくろう」（大阪）などの声が相次ぎました。

若者憲法集会実行委

　東京・新宿駅前では、日本民主青年同盟（民青）や全労連青年部、日本平和委員会などでつくる「若者憲法集会実行委員会」が宣伝と、青年を対象にした憲法アンケートを取り組みました。１０～２０代の若者が多く足を止め、憲法や、戦争法（安保法制）などについて対話になりました。

　宣伝でスピーチした、同実行委員会のメンバーで、民青常任委員の中山歩美さん（２６）は、憲法公布から７０年がたち重大な事態にいたっているとして、自衛隊が、内戦状態の南スーダンに戦争法にもとづく新任務を付与され派遣されようとしていると告発。「危険が現実になろうとしています。みなさんと一緒に平和の声をあげたい」と訴えました。
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（写真）憲法のアンケートに取り組む「若者憲法集会実行委員会」の青年たち＝３日、東京・新宿駅東口


　アンケートに応じた東京都新宿区に住む大学１年生の男性（１９）は、集団的自衛権の行使など「時の政権が、憲法を解釈で変えていくことに不安を感じる」と話しました。「疑問に思っても、自分の周りでは政治を話題にできない雰囲気がある。もっと多くの人と問題意識を共有したい」

　同調布市の男子高校生（１８）は、自衛隊の南スーダン派遣について「知らなかった」と回答しました。実行委員会から説明を受けると、「反対です。日本にはずっと戦争をしてこなかったという、平和ブランドがあると思います。他国の戦争に加担したら、必ず自分たちにも悪影響がでる」と語りました。

　アンケートの集計ができ次第、結果を発表することにしています。

神戸新聞2016/11/3 21:40神戸新聞NEXT
憲法を争点にしよう　公布７０年、神戸で集会
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改憲を防ぐ方法について考えた神戸憲法集会＝３日午後、神戸市中央区雲井通５ 
　憲法公布７０年を記念する「神戸憲法集会」（実行委員会主催）が３日、神戸市中央区の市勤労会館であり、主催者発表で約６００人が参加した。
　講演した渡辺治一橋大名誉教授（憲法学）は、改憲に必要な国民投票に触れ「（失敗が許されないため）安倍首相は、圧倒的多数が賛成する状況にないと実施できない」と指摘。特に９条改正に対しては、南スーダンへの自衛隊派遣など安保関連法を具体化する動きを挙げ「われわれが反対の大きな声を上げ、争点にしている限り、改憲の動きは止められる」と強調した。
　一方、改憲派の民間団体「美しい日本の憲法をつくる兵庫県民の会・神戸支部」は２３日午後２時から、憲法について語り合うタウンミーティングを同市中央区下山手通６、兵庫県中央労働センターで開く。参加費千円、大学生以下は無料。定員３００人。申し込みは１９日締め切り。同会ＴＥＬ０７８・３４１・１１４５
（段　貴則）
「明治の日」制定求め、自民議員ら国会内で集会
朝日新聞デジタル二階堂友紀、安倍龍太郎2016年11月2日00時48分

「明治の日を実現する院内集会」であいさつする自民党の古屋圭司選対委員長。中央は稲田朋美防衛相＝１日午後、東京・永田町、越田省吾撮影


　明治天皇の誕生日である１１月３日を「明治の日」にしようと、祝日法改正運動を進める団体が１日、国会内で集会を開いた。明治維新から１５０年の節目にあたる２０１８年の実現に向け、超党派での国会議員連盟発足を目指しているが、国会議員の参加は１４人で、うち自民党以外は２人にとどまった。
「五箇条の御誓文こそ本来の憲法」　国会議員の主な発言
　この日の集会には約１４０人が参加。明治の日の実現を求める約６３万８千筆の署名が自民党の古屋圭司選対委員長に手渡された。安倍晋三首相に近い古屋氏は「かつての『明治節』がＧＨＱ（連合国軍総司令部）の指導で大きく変わることを強いられた。明治の時代こそ大切だったと全ての日本人が振り返る日にしたい」と決意を述べた。
　稲田朋美防衛相も「神武天皇の偉業に立ち戻り、日本のよき伝統を守りながら改革を進めるのが明治維新の精神だった。その精神を取り戻すべく、心を一つに頑張りたい」と語った。民進党からは鷲尾英一郎衆院議員が参加した。
　集会を開いたのは「明治の日推…【続きあり】
「五箇条の御誓文こそ本来の憲法」　国会議員の主な発言
朝日新聞デジタル2016年11月2日00時50分
　「明治の日」制定を求めて国会内で開かれた集会での古屋圭司、稲田朋美両氏以外の国会議員の主な発言は以下の通り。
　　　　　◇
　《青山繁晴参院議員（自民）》　西洋の憲法と、日本語の憲法は全く別物だ。私たちの憲法は古代の十七条の憲法に始まり、それが近代化されたのは明治憲法ではなく、本来は五箇条（かじょう）の御誓文。御誓文こそ、私たちの本来の憲法だ。「明治の日」が制定されれば、そういう根幹に立ち返ることを子どもたちに話すこともできるのではないか。
　《赤池誠章参院議員（自民）》…【続きあり】
＜憲法７０年を歩く＞きょう公布７０年　沖縄を誰が守る 

東京新聞2016年11月3日 朝刊

	 訓練場に入る米軍車両（後方）の前に座り込む人たちと対峙（たいじ）する機動隊員ら＝１０月２６日、沖縄県東村高江で（潟沼義樹撮影）
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　沖縄県北部・東村（ひがしそん）の森で見つけた木の実。楕円（だえん）形で筋状の出っ張りがある。そう、ウルトラマンの顔そっくり。水辺に落ち、川や海に浮かんで運ばれる。

　そこから連なる亜熱帯の森に東村高江（たかえ）周辺の米軍用ヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設現場がある。

　「排除ッ！」。機動隊の隊列が、ゲート手前の路上に座り込む市民の腕や足をつかみ、羽交い締めにし、力ずくで路肩へと抱え出す。後ずさりし、記者の足に触れた女性の背中は震えていた。

　この抗議現場に通い、「教授」と呼ばれる元裁判官がいる。仲宗根（なかそね）勇さん（７５）で、裁判所職員から「弱者の権利を守りたい」と五十一歳で簡易裁判所の判事になった。指名されると、スピーチに立つ。「警察官諸君！　憲法が保障する人権と自由を害する権限の乱用があってはならない。警察法二条に書いてあるぞ」

　沖縄は一九四五年の地上戦の末、米軍の支配下に置かれる。日本国憲法は、七二年の本土復帰まで適用されなかった。仲宗根さんは当時、近所の畑で「黒い塊」を見た。米兵に乱暴された女性の死体だった。地元うるま市でも米軍は「銃剣とブルドーザー」で土地を奪い、基地を広げた。

　「むき出しの暴力だった。だからこそ憲法が沖縄人に光り輝いて見えた。人権が守られる、平和な暮らしを取り戻せる、とね」。ところが公布七十年の節目を前にして起こったことは。「解釈改憲で集団的自衛権が容認され、憲法違反の安全保障関連法が成立してしまった」
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　安倍晋三首相は、国会の所信表明で海上保安庁と警察、自衛隊への拍手を促した。「沖縄では機動隊や海保の国家暴力を総動員しているのに、『彼らは国民のために頑張っている』と煙幕を張るためだ」。仲宗根さんは思う。「国家の暴走を縛る憲法と立憲主義が、時の権力者の恣意（しい）で着物のように簡単に脱ぎ捨てられた。米軍統治時代よりもワジワジして（怒って）いる」

　基地問題に詳しい前泊博盛（まえどまりひろもり）沖縄国際大教授（５５）は言う。「在日米軍は、本土からは外国の脅威を倒してくれるウルトラマンに見えるが、沖縄から見ると怪獣でしかない。私たちを守ってくれる真のウルトラマンは憲法のはず」。だが七十年前に生まれたその「実」は根づくどころか、どこかに漂流しようとしている。　（辻渕智之）

　　　　◇
　きょう三日、日本国憲法は公布七十年の節目を迎えた。岐路に立つ憲法。憲法と戦後史を結ぶ地を記者が訪ねる。

産経新聞2016.11.3 21:09更新 
【憲法公布７０年】「安倍首相が問われるのは立憲か野蛮か」　民進党の福島伸享氏が言いたい放題　「ちょっと頭が足りない」とも…

参加者に語りかける民進党の福島伸享衆院議員＝３日午後、茨城県ひたちなか市東石川（上村茉由撮影）
　日本国憲法が３日で公布から７０年を迎えたことを受け、茨城県ひたちなか市東石川の「ワークプラザ勝田」で３日、「１１・３憲法のつどい」が開かれた。茨城１区を地盤とする民進党の福島伸享衆院議員も出席し、この集会の実行委員長で茨城大の曽我日出夫特任教授と対談した。果たして、その中身とは－。（上村茉由）
　集会には護憲派が多数出席していたとみられ、告知のために作られたチラシには「どう向き合うのか『改憲』の危機！」「福島のぶゆき氏が安倍政治を斬る！」との文字が躍っていた。イベントの際に迷彩服を着た安倍晋三首相の写真も載せている。
　対談で福島氏は「護憲の発言を期待している人には申し訳ないが、私は改憲論者です」と強調。その上で「９条は軍事力行使の『枠』として機能していない。だからＰＫＯ（国連平和維持活動）や集団的自衛権も認められた。自衛隊の存在を認めた上で、民主的コントロール下に置くにはどのような憲法を持てばいいのか、考えなければならない」と述べた。
　また「安倍晋三首相が問われているのは、護憲か改憲かではなく、立憲か野蛮か。立憲主義そのものが揺らいでいるのが一番大きな危機」と批判した。
　改憲派であることを訴える傍ら、「立憲主義」という言葉を盾に、安倍政権のもとでの改憲に警鐘を鳴らす－。このようなスタンスをとる民進党議員は少なくない。この主張の是非はともかく、議論が建設的な方向にいくと思いきや、曽我氏から「安倍さんについてどう思うか」という質問が出たあたりから、福島氏の発言のボルテージは上がっていった。
　福島氏は「安倍さんはちょっと頭が足りないかもしれない。この国をどこかに連れて行っちゃうかもしれない」と語り、上から目線で「前向きに頑張るぞと言っている安倍さんの方が、あれがだめ、これがだめと言う人よりも、国民にしたらかわいい」と表現してみせた。
　また、出席者が「憲法を変えることしか頭にない、国民を不幸にする首相だ」と語ると、福島氏は「買いかぶりすぎ。そんなに信念がある人ではない。祖父や父に対するコンプレックスから、『憲法改正をした首相』になりたいだけ」と、もはや言いたい放題だった。
　ちなみに、市民らからは「日本には軍事力以前に、外交交渉力がちゃんとあるのか不安だ」「９条の『戦争放棄』などは日本人が提案した。アメリカに押しつけられたのではない」などの意見が出た。
　最後に出席者から「首相になる覚悟はあるのか」と問われると、「首相を目指す覚悟は持っている。そのとき民進党かどうかはわからないが、自民党以外で首相を目指します」と語った。民進党かどうか分からない－。実に意味深長な言い回しで「首相を目指す宣言」をした福島氏なのであった。
産経新聞2016.11.3 15:30更新 
【憲法公布７０年】　憲法改正案を国民投票にかけるタイミングは最短で２年後になってしまう！


　国会議員から提出される憲法改正原案を審査する機関が、衆参両院の憲法審査会だ。衆院は１０、１７両日に憲法審の開催を決めており、参院も１６日に行う日程を決定した。審査会で原案を可決後、本会議でも可決されれば「発議」となり国民投票にかけられるが、早くても２年後になりそうだ。
　憲法審は法案を審議する委員会とは異なり、与野党の協調を最優先する。国の最高法規という憲法の性質上、少数会派にも平等に発言時間を割り当てている。
　当面の任務は与野党合意の上で改憲項目を絞り込むことだ。この臨時国会では公布７０年の総括など抽象的な議論で終わる見通しで、平成２９年１月召集の通常国会以降に持ち越しとなる。改憲項目の絞り込み後は、憲法審メンバーらが中心となって「憲法改正原案」を作成、国会に提出する。
　提出には衆院なら１００人以上、参院なら５０人以上の賛成署名が必要だ。衆院の場合、衆院憲法審で原案を審査して過半数の賛成で可決し、続いて本会議で３分の２以上の賛成で可決となる。その後、参院でも同じ手続きを踏み、改正原案が成立すれば「発議」（国民への提案）となる。
　発議から６０～１８０日の周知期間を置き、国民投票を実施し、過半数が賛成すれば改憲が実現する。
仮に議論がスムーズに進んで２９年の通常国会で項目を絞り込めたとしたら、２９年秋に改正原案を提出して３０年春の国会で発議、３０年秋に国民投票－というのが最短の日程だろう。
　ただ、前例がないだけに実際の進み方は見通せない。絞り込みをめぐる与野党の議論はさらに長引きそうだ。衆院解散の有無など政治状況によっても左右される。自民党憲法改正推進本部長の保岡興治元法相は、「急がば回れ。必ず時機が来て答えは出る」と長期戦を見据える。（田中一世）
産経新聞2016.11.3 15:30更新 
【憲法公布７０年】　改憲論議を避け続けた自民党…左派メディアの批判恐れ　発言自体もタブー視した時代も


　現行憲法は多くの問題をはらみながら、いまだに改正がなされていない。それは憲法改正を党是とし、長く政権を担ってきた自民党自身が憲法公布後の７０年間、野党やマスコミの攻撃を恐れ、正面から憲法改正に取り組むことを避けてきたからでもある。
　「現行憲法の自主的改正を図る」。昭和３０年１１月の自民党結党に際し、初代総裁の鳩山一郎首相は政綱にこう明記した。岸信介首相も改憲を目指したが、激しい反対運動に遭った日米安全保障条約の改定と引き換えに３５年７月、退陣した。
　自民党は以降、安保のようなイデオロギー対立を生む改憲議論を避けてきた。岸後継の池田勇人首相は経済成長路線を前面に押し出し、「在任中は改憲はしない」と明言し、党内の改憲機運はしぼんだ。
　鳩山政権が設置を決めた内閣憲法調査会が３９年７月、池田首相に提出した最終報告書は改憲論と護憲論を併記しただけに終わった。閣僚が改憲の必要性に言及するたびに左派陣営の激しい批判を浴び、発言撤回に追い込まれる事態が続き、発言自体がタブーとなっていった。
　佐藤栄作政権の４７年６月には、党憲法調査会長の稲葉修氏（後に法相）が憲法改正大綱草案を策定、当面の自衛力の保持などを提案した。だが、自民党内では議論されることなく“無視”された。
　「憲法改正の歌」をつくった改憲派の中曽根康弘元首相ですら政権基盤安定のため、首相在任中は「憲法改正を政治課題とはしない」と表明せざるを得なかった。それだけ戦後占領期以来の改憲タブーは根強かった。現在の党憲法改正推進本部幹部はこの時期を振り返り、「改憲冬の時代」と呼ぶ。
　転機は１９９０（平成２）年の湾岸危機で訪れた。国際貢献の観点から自衛隊派遣の必要性が問われ、改憲を求める世論が高まる。国会では憲法調査会設置を経て平成１９年８月、改憲案を審査する憲法審査会が衆参両院に設置。ついに国会に議論の場が誕生した。
　その衆院憲法審は昨年６月以降、安全保障関連法をめぐる与野党対立から実質的な議論が止まっている。
　今年７月の参院選で、「改憲勢力」が衆参両院で３分の２以上を確保したことで、今国家（９月２６日召集）では議論加速が期待された。しかし、実際は停滞し、１０月末になってようやく衆院では１１月１０日の「憲法制定経緯」と１７日の「立憲主義」、参院では１６日の「憲法に対する考え方」に関する自由討議の開催が決まった。
　護憲派と改憲派が混在し改憲意欲に乏しい民進党に配慮した結果、テーマは過去と変わり映えしない。しかも６６日間の臨時国会会期の３分の２以上が経過した時点での審査会開催だ。今国会では衆院２回、参院１回程度しか開けないとみられ、改憲項目の絞り込みは来年以降になる。
　「各党が改憲案を示し、審査に入るべきだ。経過を振り返ってばかりでは憲法審は責任を果たせない」。幹事懇で意欲を示したのは自民党ではなく日本維新の会だった。
　安倍晋三首相（党総裁）は今後の進め方について、自らは積極的に関与せず自民党サイドと憲法審に任せる意向だ。党内では野党とのイデオロギー対立で憲法審が止まるのを恐れてか、「本丸」の９条２項について本格議論を始める気配はない。（田中一世）
産経新聞2016.11.3 08:14更新 
【憲法公布７０年】　ＧＨＱ“素人”が米合衆国憲法を「コピペ」で原案　押し付け憲法なのに一度も改正せずもう７０年…　

昭和２１年１１月に皇居前広場で開かれた日本国憲法公布記念祝賀都民大会。以来７０年、憲法は改正されていない 
　日本国憲法は終戦翌年の昭和２１年１１月３日、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による占領下で公布された。その成り立ちを振り返れば、「押しつけ憲法」というしかないが、日本国民の手で一度も改正することなく７０年が過ぎ去った。
　この問題をめぐっては、安倍晋三首相は「占領軍の影響下で原案が作成された」と指摘し、「私たち自身の手で憲法をつくる精神こそが新しい時代を切り開く」と訴えてきた。これに対し、民進党は前代表の岡田克也氏が「７０年間国民が育んできた事実の方が重要だ」と繰り返すように、認識に相当な乖離（かいり）がある。
　事実関係はどうか。
　連合国軍最高司令官のマッカーサーは２１年２月３日にホイットニー民政局長に憲法草案の作成を命じ、（１）天皇は国家元首の地位（２）自国の安全を維持する手段としての戦争も放棄（３）日本の封建制度は廃止－の３原則を示した。後に「マッカーサー・ノート」と呼ばれる指示で、日本の防衛法制を過度に縛る９条は、日本の無力化を狙った（２）に由来する。
　民政局は翌４日からマッカーサーの指示に沿って、ケーディス大佐ら二十数人の“素人集団”が原案作成の作業を一気に進め、９日後の１３日、日本政府に提示する。その原案は米合衆国憲法などを切り張りした「コピペ」（コピー・アンド・ペーストの略）と呼ぶしかない代物だった。
　日本国憲法前文の「われらとわれらの子孫のために（中略）自由のもたらす恵沢を確保」と米憲法は完全に一致する。また、「全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ」という前文も、１９４１（昭和１６）年に米英首脳が戦後の世界秩序のあり方などについて調印した大西洋憲章にある「一切の国の一切の人類が恐怖および欠乏から解放され」とうり二つだ。
　憲法前文には本来、国の歴史や伝統、文化など国柄が記されるものだが、ＧＨＱによる「盗作憲法」をいまだに日本国民は背負わされている。西修・駒沢大名誉教授（比較憲法学）がかつて、憲法原案を作った民政局員８人に話を聴いた際には、みな異口同音に「自分たちの案は暫定的な性格のものであり、早晩、日本国民の手で恒久憲法が作成されるだろうと思っていた」と語っていたという。
　マッカーサーは新憲法で日本を非武装化してみたものの、昭和２５年に朝鮮戦争が勃発すると、日本政府に警察予備隊を発足させた。予備隊は保安隊となり、現在の自衛隊になった。
　泉下のマッカーサーも、まさか７０年後の日本国民がこの「押しつけ憲法」をそのまま抱き続けているとは夢想だにしなかっただろう。自分たちの占領政策の成功の結果、頑迷固陋（ころう）な護憲勢力が幅を利かせ続けることも。（峯匡孝）
産経新聞2016.11.3 07:24更新 
【憲法公布７０年】　　改正なく、制度疲労した憲法　国会での議論進まず
　日本国憲法は３日、昭和２１年の公布から７０年を迎えた。先の大戦後、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の占領下で制定された現行憲法は一度も改正されることなく現在に至り、時代にそぐわない「制度疲労」が生じている。（峯匡孝）
　菅義偉官房長官は２日の記者会見で、憲法改正について「多くの党、会派から支持をいただき、国民の理解を得ることが必要不可欠だ」と述べ、野党を含む幅広い合意形成が重要との認識を強調した。ただ、７月の参院選で「改憲勢力」は衆参両院で発議に必要な３分の２の議席を確保し、国民の負託を受けたにもかかわらず、衆参両院の憲法審査会の本格的な議論は遅々として進んでいない。
　「制度疲労」を起こした条項は多岐にわたるが、改正の主眼となるべきは、やはり戦力不保持を規定した９条だろう。
　核・ミサイルの実用化を進める北朝鮮や、中国の膨張主義によって東アジアの安全保障環境は戦後最悪のレベルにある一方、憲法９条は「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない」と規定したままだ。自衛隊の位置付けが欠落している上、国家の存立と国民の生存を守る自衛権は抑制され、必要な防衛法制や防衛力の整備を阻んできた。
　日本政府は軍人の捕虜の扱いを定めたジュネーブ条約に加盟しており、自衛隊は同条約上の「軍隊」に該当すると解している。自衛隊を軍隊としなければ、自衛隊員が他国軍に捕まった場合に捕虜ではなく「殺人犯」として扱われてしまうからだ。憲法では持てないはずの軍隊が、国際的には存在する矛盾が生じている。
　憲法前文も自国民の安全と生存を「平和を愛する諸国民の公正と信義」に任せるという空想的かつ非現実的な文言で、現実の安全保障環境と合致しない。
　また、平成２３年３月の東日本大震災を教訓に、政府に一時的に権限を集中させ、国民の生命と財産を守るための緊急事態条項の創設も急務だ。
　教育で大きな役割を担う私立学校に対する助成は、ごく当たり前に行われているが、憲法８９条は国による「公の支配に属しない」教育への財政支援を禁じている。実態と相いれない条文が７０年間、堂々と存在し続けている現状を放置することは、最高法規としての憲法の空洞化を招いている。
産経新聞2016.11.3 14:00更新 
【阿比留瑠比の極言御免】　もはや意味不明の護憲派主張　押し付け憲法論をめぐる論理の混濁

衆院憲法審査会で意見表明する自民党の高村正彦副総裁（奥）＝６月１１日午前、国会・衆院第１８委員室（酒巻俊介撮影） 
　もはや護憲派勢力は、自分たちが一体何を訴えているのか訳が分からなくなっているのではないか。３日の憲法公布７０年に先立つ２日付朝日新聞の社説「未完の目標に歩み続ける」を読んで、率直にそう感じた。
　社説は、戦後の占領下で日本政府が作成した憲法改正案には「国民主権」の言葉はなかったと説き、こう指摘する。
　「それが今の姿になったのは、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が国民主権の明記を指示したからだ」
　ならば朝日新聞は「押し付け憲法論」の立場にあるのかというと、そうではないからややこしい。「日本国憲法が米国主導で生まれたのは事実だ」（８月１７日付１面コラム）と認めつつも、あくまで押し付けではないと言い張るのだから分かりにくい。
　２日付の社説にはこんな一文があった。
　「憲法それ自体は一片の文書にすぎない。自由・平等・平和という憲法が掲げる普遍的な理念にむかって、誕生時の重荷を背負い、時に迷い、時に抵抗を受けながらも、一歩ずつ進み続ける。その営みによって、体全体に血が通い、肉となっていく」
　一読、文意がよく理解できたという人がどれほどいるだろうか。筆者は繰り返し読んでも何を言っているのか腑（ふ）に落ちない。かろうじて「誕生時の重荷」とはＧＨＱが草案を書いたということだろうかと判読したが、誤読かもしれない。
　「時に抵抗を受けながらも、一歩ずつ進み続ける」の部分については、護憲派の反対に遭いながらも、逐条的に改正を続けてより良い憲法にしていくという意味かしらんとも考えたが、そんなわけもあるまい。
　また、別の部分では「憲法に指一本触れてはならない、というのではない」とわざわざ断っている。
　本心では憲法改正にとにかく反対だし、憲法がＧＨＱ製だとは認めたくないのだけれども、憲法信者・憲法原理主義者だとは思われたくないので、抽象論に逃げて言い訳しているようで論理が混濁している。
　９月１日付当欄でも取り上げたが、米国のバイデン副大統領は８月１５日の演説であっけらかんと「日本国憲法を、私たちが書いた」と述べているのである。
　駒沢大名誉教授の西修氏によると、ブッシュ前米大統領も就任前の１９９９年１１月の演説でこう語った。
　「われわれは、日本を打ち負かした国である。そして食料を配給し、憲法を書き、労働組合を奨励し、女性に参政権を与えた」
　憲法を押し付けた側が当然の事実としてそれを認めているのに、押し付けられた側が必死に否定しようとしても無駄な抵抗である。
　そもそもＧＨＱは自分たちの占領目的に合致するように憲法草案を作ったのであり、その目的の一つは間違いなく日本の弱体化だった。護憲派は、それを無理に擁護しようとするから「不合理ゆえにわれ信ず」的な信仰の告白のような主張となるのだろう。
　「一時はメディアや野党の改憲反対キャンペーンによって改正反対派が増えていたが、最近は世論も冷静になってきた」
　安倍晋三首相は最近、周囲にこう語り、憲法改正は「急がば回れ」の姿勢で取り組む考えを示している。確かに、護憲派が力めば力むほど、国民はしらけるものかもしれない。（論説委員兼政治部編集委員）
平和理念、沖縄遠く　憲法公布きょう７０年　過重基地、人権を軽視

琉球新報2016/11/3 10:0411/3 10:13updated

　日本国憲法は３日、１９４６年の公布から７０年を迎える。沖縄は１９７２年の日本復帰を経て、２５年遅れてようやく憲法の効力下に入ったが、過重に集中する米軍基地の存在や辺野古新基地建設問題など新たな米軍施設の建設を強行する日米両政府の思惑に翻弄（ほんろう）され続けており、基本的人権を尊重するとした憲法の理念とは程遠い状態が続いている。

　沖縄戦で甚大な被害を受けたことや、戦後の米統治下で住民生活よりも軍事優先が続いたことなどで、県民は憲法の中心的理念である「平和主義」の実現を求めた。だが、沖縄で憲法が効力を持った７２年以降も米軍基地の過剰な集中が続き、航空機墜落事故や殺人事件など、米軍絡みの事件・事故が相次ぐなど、本土と同等の平和が享受できない現状は解消されていない。

　さらに、今年１０月には東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のへリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、大阪府警の機動隊員が抗議市民に「土人」と発言するなど沖縄差別の問題や機動隊による市民らの排除なども発生。憲法に規定される「人権」がないがしろにされる事態も発生している。

　沖縄大学の高良沙哉准教授（憲法学）は「沖縄の理不尽な状況は、権力者の憲法に対する無理解や無知のしわ寄せだ」と指摘する。改憲への動きが活発化している現状について「（公布から）７０年という節目にやらねばならないことは、権力を担う側が憲法を学び、憲法に従うことだ」と強調した。

　憲法に対する県民意識について「これまで虐げられてきたからこそ、主権者としての意志を表明し、自分たちの力で政治を動かすといった憲法の基本的な理念が根付いている」と説明。「平和や人権の尊重を願う沖縄の人たちが憲法の効力をきちんと示していくことが重要だ」述べた。

寄稿・憲法公布７０年と沖縄　平和主義、人権、今も遠く　高良鉄美（琉球大学法科大学院教授）

琉球新報2016/11/3 10:1111/3 10:23updated
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　日本国憲法が公布から７０年を迎えた。琉球大学法科大学院教授で、県憲法普及協議会会長の高良鉄美氏は辺野古新基地建設や北部訓練場のヘリパッド建設を強行する日本政府に触れ、「沖縄は『平和主義』や『基本的人権の尊重』といった憲法の基本理念がないがしろにされている」と指摘する。

　１１月３日に公布された憲法の条文を、本土にいる沖縄人らが故郷に送った。米軍キャンプに収容されていた人々がその内容に衝撃を受けたという歴史が沖縄にはある。戦争を体験した縄の人々にとって、平和主義をうたった日本国憲法は「憧れ」でもあった。

　日本復帰までの２５年間、日本国憲法は沖縄に適用されなかった。基地建設のため米軍に土地を奪われたが、憲法で保障されるはずの財産権はなかった。復帰後は国民年金法等を享受できるようになったとはいえ、現在においても辺野古新基地建設問題などの政府の強硬姿勢を鑑みると、憲法の「平和主義」がしっかり活用されているとは言い難い状況にある。

　日本政府が平和主義や基本的人権の尊重といった憲法の理念通りに沖縄を扱ってこなかったために、沖縄は復帰前と同じような負担を強いられている。今後、政府が改憲を進めるならば、沖縄が独立して「本来の日本国憲法」を活用していきたいという動きが出てくるかもしれない。

　そういう意味でも、憲法が制定された７０年前をしっかりと振り返りたい。当時は、日本国憲法の誕生に全国が喜んでお祭りをしていた。当時の帝国議会ではこの憲法について賛否が分かれていたが、芦田均政権には「戦争に負けたからではなく、戦争という人類の根本的な問題に取り組むためにこの憲法をつくらなければならない」という明確なビジョンがあった。

　日本だけではなく、戦勝国のイギリスもソ連も戦争により瓦礫（がれき）だらけの街を生んでしまい、多くの人々が元の生活を失うことになった。当時の日本の政府や官僚たちは、この事実に目を向けて、時間をかけて審議を繰り返しながら日本国憲法がつくられたということを忘れてはならない。（憲法学）

神戸新聞2016/11/3 06:40神戸新聞NEXT
憲法、原発テーマ催し　兵庫県など後援拒否２９件
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神戸新聞ＮＥＸＴ 
　憲法や原発をテーマにした市民団体主催の催しについて、「政治的な内容が含まれている」などの理由で兵庫県内の自治体（教育委員会を含む）が後援を断った例が２０１１～１６年度、少なくとも県と９市町で計２９件あったことが神戸新聞の調査で分かった。こうした動きは全国でも相次ぎ、後援規定を見直す自治体も出ている。
　１０月下旬、兵庫県と県内の全４１市町にアンケートを実施し、全自治体から回答を得た。 【続きあり】
９条「押し付け論」を否定　岸内閣の憲法調査会長
西日本新聞2016年11月03日 03時05分 
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「羽室メモ」の感想が記された高柳賢三氏の手紙。戦争放棄条項を提案したとされる幣原喜重郎首相を評価する文言も書かれている写真を見る
　改憲を念頭に岸信介内閣が１９５７年に設置した憲法調査会の高柳賢三会長が、憲法９条の「押し付け論」に否定的だったことを示す手紙を西日本新聞が入手した。憲法制定の過程で幣原喜重郎首相と連合国軍総司令部（ＧＨＱ）のマッカーサー最高司令官が戦争放棄条項を巡って会談した内容について「幣原さんの提案だとするマ元帥の主張もうなずける」と記しており、識者は「押し付け論が根強い今の改憲論議に一石を投じる貴重な資料」としている。
　「幣原首相が提案、うなずける」
　手紙は、幣原首相の側近だった大平（おおだいら）駒槌（こまつち）枢密院顧問官の娘、羽室ミチ子さん（９４年死去）に宛てたもの。調査会設置後の５９年１月３日付で、羽室さんの親族が保管していた。
　大平顧問官は４６年１月、戦争放棄について協議した幣原・マッカーサー会談の内容を幣原首相から直接伝えられており、羽室さんは父から聞いて書き留めた。
　この「羽室メモ」の要約が５８年末、高柳会長に届いた。送り主は羽室さんで、当時は押し付け論を主張する改憲派が拡大していた。今回入手した手紙はその返信で、高柳会長は要約を読んだ感想として「誰も示唆したことがなく、戦争放棄条項の成立史に大きな光明を投げかけるもの」などと書いていた。
　羽室メモには、幣原首相が会談で「戦争放棄をはっきり世界に声明することだけが、日本を信用してもらえる唯一の誇りとなる」などと語ったことが記されている。ただ、連合国の草案を丸のみさせられたと主張する押し付け論の側からは「羽室メモだけではどちらが先に提案したのか分からない」とする反論もある。
　憲法制定史に詳しい東京大の堀尾輝久名誉教授は「これまで高柳氏の研究はほとんど進んでいなかった。岸内閣に関わる重要人物の手紙だけに、賛否あった幣原提案説を補強する史料になりうる」と話している。
　◆高柳賢三氏　１８８７～１９６７。英米法学者。東京帝国大法学部教授を経て、５７年に岸信介内閣の憲法調査会で会長に就任。「押し付け論」を強調する改憲論者も多数いたが、６４年の最終報告書では委員の意見の列挙にとどめ、押し付けの是非は結論づけなかった。埼玉県出身。享年８０。
論憲のすすめ 暮らしの中の「違憲」（１）　プライバシー権
2016年11月03日00時00分 (更新 11月03日 01時38分) 
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相談窓口のパソコンでは、集積された被災者情報が一覧検索できる＝１０月末、熊本市写真を見る
　個人情報 進む"共有"
　１９４６年１１月３日に公布された日本国憲法。７０年がたち、かつてなく改憲が現実味を帯びる一方、普段の生活で憲法を身近に感じる機会は多くない。シリーズ企画「論憲のすすめ」の第３部では、違憲かどうかが問われた過去の司法判断を通じて、暮らしの中の論点を見つけてみたい。
　ずらり、３０項目以上の個人情報をパソコンで一覧できる。住宅の被災程度、災害見舞金の支給、市税の減免…。熊本市は４月に大地震に襲われて以降、被災者支援を円滑に進めるため、約１０万５千世帯に及ぶ「台帳」を作り上げてきた。
　「コンピューターで一元管理しないと、手続き漏れや二重申請の把握が難しいですから」。復興の最前線に立つ市生活再建支援課の江幸博課長は説明する。被災者にとっても、相談窓口に足を運べば「全て済む」のだから利便性は高い。
　確かにそうだが…。台帳といえば、住民基本台帳ネットワーク（住基ネット）を思い出す。２００２年に導入されたものの、住基カードの普及率は６％に満たず、昨年末で更新手続きが終了した。なぜか。そこには憲法が関わっていた。
　　　　　■　　　　■
　１３条が保証するプライバシー権を侵害しない－。０８年、最高裁は住基ネットを「合憲」と判断した。
　ただし、扱う情報が秘匿性の低い（１）氏名（２）住所（３）性別（４）生年月日－に限られ、集積は行政機関ごと。利用差し止めを求めた当時の原告弁護団に聞くと「もっと多くの個人情報を一元管理できれば、国や自治体にとっては使い勝手が良かったが、それだと違憲だった」と解説してくれた。
　であれば、３０項目以上を集中管理する熊本市の被災者台帳も違憲では？　監督官庁の内閣府に尋ねた。
　「自治体内だけで使われていれば問題ありません」
　－根拠となるのは？
　「１３年の災害対策基本法改正で、被災者台帳の作成が明記されました。東日本大震災の教訓です」
　－法令や条例を整えれば、管理できる個人情報の範囲をもっと広げられる？
　「はい。今のところ、災害に限りますが…」
　　　　　■　　　　■
　その「範囲」が今、改めて問われている。いわゆるマイナンバー訴訟である。
　年金は日本年金機構、国税は税務署などと個人情報を「分散管理」して、国民一人一人に与えた１２桁の番号で検索できるようにするのがマイナンバー制度だ。「一元管理だったら違憲」という住基ネット訴訟を意識して設計され、１年前から番号の通知が始まった。
　１０月末、福岡地裁。全国で８カ所、九州でも情報漏れや民間への利用拡大を心配する市民らが提訴し、この日は意見陳述だった。
　原告団の中に福岡大名誉教授、石村善治さんの姿があった。「緊急事態を理由に制限なく管理されるようなことになりはしないか」と不安を抱く。８９歳。「個人が国の犠牲にされた戦争を知る世代ですから」
　終戦直後はプライバシー権の概念が薄く、個人の尊重をうたう１３条から導かれて確立されてきた。新しい時代、あなたなら個人情報が守られる「範囲」をどこに定めますか。
平和理念、沖縄遠く　憲法公布きょう７０年　過重基地、人権を軽視

琉球新報2016年11月3日 10:04 
　日本国憲法は３日、１９４６年の公布から７０年を迎える。沖縄は１９７２年の日本復帰を経て、２５年遅れてようやく憲法の効力下に入ったが、過重に集中する米軍基地の存在や辺野古新基地建設問題など新たな米軍施設の建設を強行する日米両政府の思惑に翻弄（ほんろう）され続けており、基本的人権を尊重するとした憲法の理念とは程遠い状態が続いている。
　沖縄戦で甚大な被害を受けたことや、戦後の米統治下で住民生活よりも軍事優先が続いたことなどで、県民は憲法の中心的理念である「平和主義」の実現を求めた。だが、沖縄で憲法が効力を持った７２年以降も米軍基地の過剰な集中が続き、航空機墜落事故や殺人事件など、米軍絡みの事件・事故が相次ぐなど、本土と同等の平和が享受できない現状は解消されていない。
　さらに、今年１０月には東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のへリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、大阪府警の機動隊員が抗議市民に「土人」と発言するなど沖縄差別の問題や機動隊による市民らの排除なども発生。憲法に規定される「人権」がないがしろにされる事態も発生している。
　沖縄大学の高良沙哉准教授（憲法学）は「沖縄の理不尽な状況は、権力者の憲法に対する無理解や無知のしわ寄せだ」と指摘する。改憲への動きが活発化している現状について「（公布から）７０年という節目にやらねばならないことは、権力を担う側が憲法を学び、憲法に従うことだ」と強調した。
　憲法に対する県民意識について「これまで虐げられてきたからこそ、主権者としての意志を表明し、自分たちの力で政治を動かすといった憲法の基本的な理念が根付いている」と説明。「平和や人権の尊重を願う沖縄の人たちが憲法の効力をきちんと示していくことが重要だ」述べた。
しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

きょう憲法公布７０年

　３日は、１９４６年１１月３日に日本国憲法が公布されてから７０年の記念日です。

　日本国憲法は、▽国民主権と国家主権▽恒久平和主義▽基本的人権▽議会制民主主義▽地方自治という五つの先駆的原則に立脚し、国民生活の発展の土台となってきました。しかし、７０年の節目に日本国憲法は歴史的岐路に立っています。

　安倍自公政権は昨年、憲法９条破壊の戦争法＝安保法制を強行しました。今月上旬にも、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に参加する自衛隊に対し「駆け付け警護」などの危険な新任務を付与する閣議決定を狙っています。これによって自衛隊は初めて「殺し殺される」状況に追い込まれようとしています。

　さらに安倍晋三首相は、９条改憲を本丸とした「明文改憲」に踏み込もうとしています。

　これに対し、戦争法廃止と立憲主義回復、安倍改憲は許さないという旗を掲げ、市民と野党の共闘が広がっています。“９条守れ”の国民的共同と、日米同盟強化のために９条破壊を進める政権の野望が正面から激突する歴史的激動の情勢です。

朝日新聞／2016/11/3 6:00

社説　憲法公布７０年　何を読み取り、どう生かす

　憲法を生かす。そのことによって、米軍普天間飛行場の辺野古移設計画をめぐる政府と沖縄県の対立を打開できないか。
　そんな視点から一つの案を示すのは、憲法学者の木村草太・首都大学東京教授だ。
　■地域の民意を未来へ
　辺野古に新たな基地ができれば、地元名護市や沖縄県の自治権は大きく制約される。
　「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基（もとづ）いて、法律でこれを定める」とする憲法９２条に沿えば、辺野古基地設置法のような法律をつくる必要がある。
　さらに憲法９５条は「一の地方公共団体のみに適用される特別法」は、住民投票で過半数の同意を得なければ制定できないと定める。国がそうした法律をつくる場合は、名護市はもちろん沖縄県の住民投票も必要だ。それが木村さんの指摘である。
　こうした考え方を県は国との裁判で主張し、国会でも議論になった。だが首相は「すでにある法令にのっとって粛々と進めている」と、新たな立法も住民投票も必要ないとの考えだ。
　それでも、木村さんは言う。「憲法は、辺野古基地のようなものを造る時には自治権の制限について地元自治体の納得をえながら進めなさい、と規定していると読める。そういう手続きを踏んでゆけば、今のような国と県のボタンの掛け違いは起きなかったのではないですか」
　地域の民意を地域の未来に反映させる――そうした知恵を憲法から読み取り、現実に生かすことができないか。
　「健康で文化的な最低限度の生活」
　そんな題名の漫画が、青年コミック誌「週刊ビッグコミックスピリッツ」で連載中だ。憲法２５条の「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」からとった。
　テーマは生活保護。福祉事務所のケースワーカーが、受給者と制度のはざまで、悩み、そして前に進んでゆく物語だ。
　■全ての人が人らしく
　作者の柏木ハルコさんは、取材を進めるほどに、憲法２５条の文言が何を意味するのかを考えさせられたという。それはどのくらいの生活なのか……。
　「題名の言葉の意味を、読者にも一緒に考えてもらえたら」
　主人公と同様に、生活保護という制度も、前に進み、押し戻される経過をたどってきた。
　困窮者を政府が選別して救済する性格をもつ生活保護法（旧法）は１９５０年に改正され、憲法２５条を具体化した生活保護法（新法）が生まれた。
　国家に国民の生活保障の義務がある。最も先進的な民主主義の理念が新法に反映され、一定の基準に満たない人は誰でも生活保護を利用できるようになったはずだった。
　だが、右肩上がりの経済成長に陰りがみえるにつれ「自助」が強調されるようになる。
　窓口を訪れた人に申請をさせない「水際作戦」が問題化した。「生活保護バッシング」が広がり、制度を利用しづらい空気が社会を覆う。
　子どもの貧困、非正規雇用の増加、格差の拡大……。すべての人が人間らしく生きられる社会という憲法がめざす地点に、現実はたどり着けずにいる。
　■問われる幸福追求権
　福島県南相馬市が今年５月、憲法全文を収めた冊子２万部あまりを全戸配布した。
　同市では、福島第一原発事故によって、住民の多くが慣れない避難生活で体調を崩し、命を落とした。災害関連死者は全国最多の４８７人にのぼる。
　「憲法の保障するはずの『健康で文化的な生活を営む権利』が剥奪（はくだつ）された瞬間があった」と桜井勝延市長は振り返る。
　同市南部に出された避難指示は７月に解除されたが、１万４千人いた住民のうち戻ってきたのは約１１００人に過ぎない。
　桜井市長は言う。
　「憲法がいう、国民が幸福を追求する権利とはどういうものか。もう一度、憲法を読み、みんなで冷静に考えようということです」
　憲法１３条は、すべての国民が「個人として尊重される」とうたい、その「生命、自由及び幸福追求に対する権利」を最大限尊重するよう国に求める。未曽有の原発事故が、その意義を問い直している。
　平和主義、人権の尊重、民主主義。憲法には、人類がさまざまな失敗の経験から学んだ知恵と理念が盛り込まれている。
　戦後の平和と繁栄に憲法の支えがあり、憲法が多くの国民に支持されてきたのは確かだ。一方で、憲法の知恵と理念は十分に生かされてきただろうか。
　安倍首相が憲法改正に意欲を見せるなか、今月１０日に衆院憲法審査会の議論が再開される。だが改憲を論じる前に、もっと大事なことがある。
　一人ひとりの国民が憲法から何を読み取り、どう生かしていくか。きょう公布７０年を迎える憲法の、問いかけである。

朝日新聞／2016/11/2 6:00

社説　あす憲法公布７０年／未完の目標に歩み続ける

　広島市長だった秋葉忠利さんは、かつて「原爆の日」の平和宣言で憲法の条文をまるごと引用したことがある。
　９条ではない。
　盛り込んだのは９９条である。「天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ」
　そこに「国民」の文字はない。憲法は、国家権力が勝手な行いをするのを国民が縛り、個人の自由や権利を守るためにあるという近代立憲主義の精神が、条文には込められている。
　秋葉さんが生まれたのは１９４２年１１月３日。憲法が公布されるちょうど４年前だ。
　中学で憲法を学んだ。留学先の米国では、大統領が就任式で「憲法を維持し、擁護し、防衛する」と誓うと知った。市長３年目に米同時多発テロが起きた。９９条の引用はその翌年だ。
　世界が憎しみと報復の連鎖に満ちていても、為政者は平和憲法に従う義務がある。この国を戦争ができる国にしてはならない――。安保法制が具体的に動き出そうとしているいま、当時の訴えはいっそう重く響く。
　■「国民主権」の誕生
　７０年前、天皇に主権があった明治憲法を改正する形式をとって、日本国憲法は生まれた。
　憲法を定めた者として、前文でその理念を説くのは「日本国民」である。冒頭で高らかにうたいあげる。「ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する」
　だが４６年６月に政府が当時の帝国議会に提出した案に、「国民主権」の言葉はなかった。天皇を中心とする国であることは変わらないとの立場から、「ここに国民の総意が至高なものであることを宣言し」と、あいまいな表現がとられていた。
　そのころ政党や民間がつくった憲法草案の中には、国民主権を明確に打ち出したものもあった。だが政府はその考えをとらず、主権者は誰なのかという議員の追及をけむにまき続けた。
　政府の担当大臣はこう答弁している。「天が動いておったか地が動いておったか。議論がいずれにあるにしても、動き方は古（いにしえ）より変わっておりませぬ」
　■奥平さんの遺言
　それが今の姿になったのは、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が国民主権の明記を指示したからだった。「国民主権という言葉をはっきり出さぬと具合悪いのだ」。議事録に残る議員の発言に、本音がかいまみえる。
　「日本は立憲主義を語らずに立憲主義を実行した」
　昨年亡くなった憲法学者の奥平康弘さんは、こうした経緯を念頭に、憲法の出発点には禍根があると語っていた。
　だが同時に「憲法は未完のコンセプトだ」とも訴えていた。その意味するところを、一人ひとりがかみしめたい。
　憲法それ自体は一片の文書にすぎない。自由・平等・平和という憲法が掲げる普遍的な理念にむかって、誕生時の重荷を背負い、時に迷い、時に抵抗を受けながらも、一歩ずつ進み続ける。その営みによって、体全体に血が通い、肉となっていく。
　プライバシー、報道の自由、一票の価値、働く場での男女平等、知る権利……。社会に定着したこうした考えも、憲法という土台のうえに、７０年の年月をかけて培われたものだ。
　「憲法はつねに未完でありつづけるが、だからこそ、世代を超えていきいきと生きていく社会を作るために、憲法は必要なのだ」。奥平さんの言葉だ。
　■先祖返りを許さない
　この歩みを否定し時計の針を戻そうというのが、自民党が４年前に発表した改憲草案だ。
　冒頭で日本を「天皇を戴（いただ）く国家」と位置づける。西欧に由来する人権規定は、日本の歴史や伝統を踏まえて見直す必要があるとして制約をかける。家族の互助の大切さを打ちだし、憲法を尊重する義務を負う者として「国民」を書き加えた。
　いずれも、７０年前の帝国議会で、敗戦前の日本への思いを断ちがたい議員らがくり広げた議論と驚くほど重なる。
　草案を支える人たちの根底に流れる考えを示す話がある。
　案の発表後、自民党議員らの政策集団・創生日本の会合で、元法相が国民主権、基本的人権、平和主義の３原則を挙げ、「これをなくさなければ本当の自主憲法にならない」と発言した。のちに金銭トラブルで離党する若手議員は、３原則が「日本精神を破壊する」とブログに書いた。創生日本の会長は安倍首相その人である。
　憲法に指一本触れてはならない、というのではない。だが、長い時間をかけて積みあげた憲法の根本原理を壊そうとする動きに対し、いまを生きる主権者は異を唱え、先人たちの歩みを次代に引き継ぐ務めを負う。
　憲法１２条には、こうある。
　「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持しなければならない」

読売新聞／2016/11/3 8:00

社説　憲法公布７０年／新時代に即した改正を目指せ

　◆緊急事態や合区の議論深めたい◆
　憲法はきょう、公布から７０年を迎える。
　この間、日本の社会や国際情勢は劇的に変化したのに、憲法は一度も改正されていない。
　新たな時代に的確に対応できるよう、国の最高法規を見直すことは、国会の重要な責務だ。７０年間も放置してきたのは、不作為だと指摘されても仕方あるまい。
　◆国会の「不作為」正そう
　憲法は、第２次大戦直後の米国占領下、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の原案を基に制定された。
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重の３原則は今後も堅持すべきだが、時代の変遷に伴い、現実との様々な乖離（かいり）が生じていることは否定できない。
　読売新聞の国会議員アンケートでは、７割超が「改正する方がよい」と回答した。注目すべきは、改正に慎重な民進党も、５５％が改正に賛成していることだ。
　改正すべき項目は、「自衛のための組織保持」が４８％と最多で、９条に関する問題意識の高さが裏付けられた。以下は、「国と地方の役割」「環境権」「参院選の合区解消」「緊急事態条項」などの意見が拮抗（きっこう）している。
　１９９０年代半ば以降、ほぼ一貫して一般国民や国会議員の調査で改正派が多数を占めながら、改正項目さえ絞れない。この状況を打開するには、衆参両院の憲法審査会を活性化し、改正の具体論を掘り下げることが欠かせない。
　７月の参院選の与党大勝で、自民、公明両党と憲法改正に前向きな日本維新の会などの議席は、憲法改正を発議できる衆参両院の３分の２以上を占める。だが、憲法審査会の動きは停滞気味だ。
　◆立憲主義は維持される
　与野党は、今月１０日の衆院審査会の再開で合意した。実質的な議論は１年５か月ぶりだ。臨時国会では、憲法制定の経緯や立憲主義などの自由討議が中心で、改正項目の絞り込みは先送りされる。
　立憲主義を議題にするよう主張したのは民進党だ。安全保障関連法を「違憲」と決めつけた憲法学者らの意見を基に、「安倍政権は立憲主義を軽視している」などと批判するためとの見方もある。
　しかし、安保関連法は、集団的自衛権の行使を限定容認にとどめ、最高裁判決や従来の政府解釈との論理的整合性を維持した。立憲主義に沿ったものである。
　民進党は、安保関連法審議時の不毛な議論を蒸し返さず、建設的な論議を展開してもらいたい。
　国民投票で過半数の賛成を得るという高いハードルを考えれば、民進党も含め、幅広い与野党合意を形成するのが望ましい。
　自民党は、２０１２年憲法改正草案を提案しないと決め、野党に歩み寄った。現実的な判断と言える。少数派の主張にも配慮し、審査会の議論をリードすべきだ。
　安倍首相が「自分は政局の一番中心にいるから党に任せる」と自民党幹部に語ったのも、前面に出ない方が良いとの意向だろう。
　公明党は「加憲」の立場を維持し、１０月に党憲法調査会の議論を再開した。日本維新の会は、道州制を含む統治機構改革など三つの改正項目を掲げ、各党にも改正の論点を示すよう求めている。
　自民、公明、維新の３党が十分連携することが大切だ。
　疑問なのは、民進党の対応である。
　蓮舫代表は「憲法論議に積極的に参加する」と強調する。「安倍政権下では憲法改正論議に応じない」という頑（かたく）なな岡田克也前代表の方針を転換した点は評価できる。
　◆民進は建設的な対応を
　だが、枝野幸男憲法調査会長は「現行憲法が民進党の対案」と述べ、「護憲」の共産、社民両党に同調する。「未来志向の憲法を国民とともに構想する」との民進党綱領と矛盾するのではないか。
　今後の議論の焦点は、具体的な改正項目である。
　緊急事態条項や、環境権など新たな人権の追加は、憲法制定時には想定されていなかった。
　大災害時の首相権限を強化し、効果的な救援を可能にすることは優先度の高い危機管理上の課題である。国会議員の特例的な任期延長とともに、議論を深めたい。
　今回の参院選で初めて導入された選挙区選の合区の解消も、３年後に次の参院選が控えていることを踏まえ、協議を急ぐべきだ。
　参院の「地域代表」の性格を強め、全都道府県から最低１人を選出する仕組みが想定される。
　その場合には、「全国民を代表する」衆院との役割分担を見直し、衆院の再可決要件を３分の２以上から過半数に引き下げることなどを検討する必要がある。

毎日新聞／2016/11/3 4:00

社説　憲法公布７０年／土台を共有しているか

　国家のあり方が揺らいでいる。 
　このところ顕著なのは、自由や人権、民主主義といった価値を先駆的に追求してきた国々の揺らぎだ。 
　１年前に大規模テロが起きたフランス。難民の受け入れできしむドイツ。欧州連合から離れる英国。そして５日後に大統領選を迎える米国。 
　そこにあるのは、グローバリズムのもたらす苛烈な現実を前に、理想を支えきれずにあえぐ国の姿だ。 
　ひるがえって日本はどうだろう。所得格差の拡大やポピュリズムの浸透は各国の動向と無縁ではない。 
　きょう日本国憲法は公布から７０年を迎えた。地球規模で潮流が大きく変化する中での節目である。 
　カネやモノが自由に移動するグローバル社会は、一面で国境の壁を低くする。しかし、同時にグローバル化はナショナリズムを刺激し、国家意識を強めもする。 
　その帰結が、各国で目立ち始めた自国第一主義の考え方であろう。フランスの著名な歴史人口学者エマニュエル・トッド氏は「グローバル化への疲れ」と表現する。 
　こうした風潮は、国際主義の力を弱め、日本の憲法論議にも影響してくる可能性をはらんでいる。 
　さらに今年は、７月の参院選を経て、憲法の改正に前向きな勢力が初めて衆参両院で３分の２以上に達した年だ。内外ともに新たな政治状況が憲法を取り巻いている。 
　憲法とは国家の根本原則を定めるものだ。それぞれの国の理念や統治ルールの骨格が書き込まれ、すべての法律は憲法に従属する。 
　したがって憲法が表現しているのはその国のかたちだ。同じ国でも時代の影響を受けて変わる。 
　日本国憲法は敗戦前後の激動期をくぐり抜けて生まれた。ポツダム宣言の受諾が事実上の出発点だ。 
　連合国軍総司令部（ＧＨＱ）は占領の開始直後に憲法改正を求めている。しかし、日本側作成の改正試案が明治憲法の修正にとどまっていたため、ＧＨＱ民政局のスタッフが直接原案作りに乗り出した。１９４６年２月のことだ。 
　日本側は戸惑いながらも翌３月にＧＨＱ案を基に憲法改正草案要綱を閣議決定する。４月の衆院総選挙をはさんで、明治憲法の改正案として帝国議会に提出されたのは６月。１条や９条などに修正が加えられて１０月に議会を通過した。 
　憲法公布日の４６年１１月３日、天皇は「国民と共にこの憲法を正しく運用し、自由と平和とを愛する文化国家を建設するように努めたい」との勅語を出している。 
　こうした憲法の制定過程を踏まえて自民党内には「押しつけ憲法」論が根強く存在する。安倍晋三首相もその考えの持ち主だ。 
　さらに首相を支持する右派の民間団体「日本会議」の中には、占領期に作られたから無効だとして「憲法破棄」や「明治憲法の復元」といった極論を唱える人たちもいる。 
　復古的な主張は以前からあった。しかし、安倍政権下でそれが強まっているのは、グローバル化に伴う反作用と考えることができる。 
　直視すべきなのは、この憲法が７０年間改正されずに戦後日本を支えてきた事実の重みだろう。曲折を経ながらも、現行憲法の存続期間はすでに明治憲法を超えている。 
　国会では今月から衆参両院の憲法審査会が議論を再開する。安全保障法制をめぐる混乱で休眠状態になった昨年６月以来だ。 
　改憲を宿願とする安倍首相は再三、審査会への期待を表明している。しかし、屈折した感情のまま憲法を「敵視」するようでは、議論を前に進めることはできない。 
　他方で改憲阻止を自己目的化する硬直的な「護憲」論もまた生産的ではないと私たちは考える。 
　相互依存の関係が進む国際社会にあって、かたくなに日本の憲法だけを絶対視するのは、形を変えた自国第一主義ではないだろうか。尊重しつつも相対化してみることだ。 
　憲法は国民が国家という共同体で幸福に暮らしていくためにある。権力が国民を管理する手段でもなければ、単なる権利章典でもない。 
　大切なのは、現行憲法の果たしてきた歴史的な役割を正当に評価したうえで、過不足がないかを冷静に論じ合う態度だろう。 
　７０年のうちに時代は変わった。国民の意識も多様化している。「押しつけ」論と「護憲」論を延々とぶつけ合っていても、憲法に生命力を注ぎ込むのは困難だ。 
　投票価値の平等をめぐり、その場しのぎの制度改正が繰り返される参院の役割はどうあるべきか。政府と沖縄県の深刻な対立を踏まえ、地方自治をどう再定義していくか。 
　これらは憲法の問題として議論に値するテーマだと考える。 
　衆院憲法審査会長に就任した自民党の森英介氏は本紙のインタビューに「『憲法論議に与野党なし』の精神を堅持する」と語っている。その考えに異論はない。 
　まずは各党が憲法とは何か、その土台を共有することだ。左右の極論はその障害になる。節目にあたってこのことを強く訴えたい。

日本経済新聞／2016/11/3 4:00
社説　憲法に時代の風を吹き込むときだ

　日本国憲法が公布されて３日で70年を迎えた。憲法の制定過程から、９条にからんでの自衛隊の存在や安全保障のあり方など、さまざまな議論を重ねながら、いちどとして改正されることなくここまで来た。
　７月の参院選をへて、衆参両院で「改憲勢力」が改憲の発議が可能な３分の２を確保した。改憲案を検討する衆院の憲法審査会もようやく論議を再開する。古希を迎えて憲法もいよいよ新たな段階に入ろうとしている。
戦後政治は９条の攻防
　ちょうど70年前の1946年（昭和21年）11月３日午前。貴族院議場で吉田茂首相をはじめ貴衆両院の議長らが参列し、憲法公布の記念式典が開かれた。
　昭和天皇は玉座から立ち上がり勅語を読み上げられた。
　「この憲法は帝国憲法を全面的に改正したものであって……日本国民はみずから進んで戦争を放棄し……常に基本的人権を尊重し、民主主義に基づいて国政を運営することをここに明らかに定めたものである」
　「朕（ちん）は国民と共に……自由と平和とを愛する文化国家を建設するように努めたいと思う」
　施行されるのは半年後の翌47年５月３日で新憲法秩序がスタートするのはそこからだが、この天皇勅語に戦後日本が求めた国のかたちが端的に言いあらわされている。それは、自由で平和でそして豊かな国という目標である。
　たしかに憲法がそのために果たした役割は大きい。軽武装重商主義によって焼け跡の中から高度成長を実現し、世界第２の経済大国になった。その背景に９条の存在があったのは間違いない。
　90年代に入って冷戦構造が完全にこわれた。米国依存は許されなくなった。世界の中の日本として経済力に見合った負担や貢献が求められはじめた。自衛隊の海外活動がテーマとなった。
　もともと自衛隊違憲論が主張され、改憲―護憲両派の議論がつづいている中での、９条問題の新たな展開だった。
　政府が容認していないと解釈した集団的自衛権の行使も、問題点としてクローズアップされた。戦後政治とは一貫して９条をめぐる攻防だった。
　現行憲法は不磨の大典ではない。憲法は権力の行使に枠をはめるものだとしても、状況の変化に柔軟に対応する必要があるのはどんな制度にもいえることだ。
　昨年の安全保障関連法の成立により、皮肉なことに改憲の本丸である９条改正はとりあえず必要性が薄れてしまった。
　自民党が野党当時の2012年にまとめた改憲案は、あまりに保守色が濃く論外だが、党の体質を知るうえで撤回せず人目にさらしておくのも悪くない。
　今日迫られているテーマは別のところにある。とどまるところを知らない人口減少と、3.11の教訓からいつ起こるか想定できないことが明らかになった緊急事態への、備えである。時代の風を憲法に吹き込まなければならない。
　人口減少が憲法と深くからんできているのは、参院の選挙区の合区問題だ。法の下の平等と、全国民の代表としての国会議員の地位を、憲法は定めている。合区を避け、都道府県単位で参院議員を選出する仕組みを維持しようとするなら、改憲するしかない。
参院を「地方の府」に
　そのときの参院は今のような衆院と同じ選挙制度ではなく参院を完全に「地方の府」にしてしまうのが一案である。「強すぎる参議院」の是正も当然必要だ。参院のあり方を全面的に改め、統治構造改革に切り込むものだ。
　緊急事態に備えるための改憲は、自然災害で国政選挙ができなくなった場合の対応など、条文を触らないとできないものに限るべきだろう。広い範囲で政府に権限を認めるのは避けた方がいい。
　国会の憲法審査会の運営はもたもたしている。議論がどこまで進み、いつになったら改憲案の発議から国民投票まで行くのか、とても見通せる状況にない。
　46年６月、帝国憲法の改正案として提出された日本国憲法は10月に入って帝国議会での手続きをおえた。憲法担当相として答弁を一手に引き受けた金森徳次郎は真夏の暑い盛り、冷房などない時代、戦災で焼け出されて一張羅になった冬のモーニングを着て国会審議にのぞんだ（古関彰一著『日本国憲法の誕生』）。
　政治の駆け引きをつづける与野党議員らは、正装で流れる汗をふきながら憲法論議に向き合った先人の姿に思いをはせた方がいい。

産經新聞／2016/11/3 6:00

主張　憲法公布７０年／日本のかたち示す改正を／「９条」先送りの暇などない

　日本国憲法の公布から７０年がたった。中国や北朝鮮の動向は、自分の国を守れるかという課題を日本人に突き付け、憲法と現実との乖離（かいり）を顕在化させている。
　国民の手で憲法を一日も早く改正すべきことは、国の生存にかかわるという認識が欠かせない。
　参院選の結果、憲法改正の発議に必要な３分の２の勢力が衆参両院で初めて確保された。にもかかわらず、憲法審査会は始動せず、改正の歩みは遅々としている。
　すべての政党と国会議員は、主権者である国民に対し、改正案の発議を託された責任を負っていることを強く自覚してほしい。
　《自らの手に取り戻そう》
　憲法を改めるかどうかは、国民投票で決まる。改正には「憲法を国民の手に取り戻す」大切な意義があることを強調したい。というのも、制定当時の日本は連合国の占領下にあり、主権も言論の自由もなかったからである。
　その草案は連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の要員が１週間ほどで作り、日本側に強要した。ＧＨＱの許す小さな修正を経て成立、公布された経緯がある。
　憲法制定は主権国家が外国の干渉を排し、自主的に行うのが当たり前だ。それと正反対の現憲法は「占領基本法」とさえいえる。
　ＧＨＱは憲法公布直後の昭和２１年１１月末の検閲指針で「ＧＨＱが日本国憲法を起草したことに対する批判」を削除や掲載禁止の対象に指定していた。押し付けを自覚していた証しにほかならない。
　改正に反対する政党、学者らの多くは、憲法の役割は国家権力を制限して国民の権利、自由を守ることに限られると主張する。これをもって立憲主義を唱えているのは、極めて偏った解釈である。
　憲法に国家権力を制限する役割があるのは当然だが、それに限定するのは世界の常識に反する。
　英語で憲法にあたる「コンスティテューション」は、同時に国のかたちや国体、国柄も意味する。日本という国ならではの特徴も憲法の中で表現する、バランスの取れた内容が望ましい。
　日本の歴史や伝統をよく知らないＧＨＱが憲法を起草した。日本人の手で作られたとは言い難い点に目をつむったまま、立憲主義を唱えることには違和感を覚える。のみならず、歴史や伝統の放棄への意図さえうかがえる。
　国柄と並んで、改正の核心が国の守りにあることは言うまでもない。憲法前文は「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した」とある。
　尖閣諸島の奪取を図る中国や、弾道ミサイルを近海に撃ち込む北朝鮮を信頼して、日本の安全と生存を確保することは望めない。
　今の憲法には、国と国民を守る軍や自衛隊についての規定がどこにもない。９条の主眼は戦力不保持や交戦権を否認することにある。前文と併せて読めば国の守りなど考えるなというに等しい。
　それがゆえに空想的平和主義が跋扈（ばっこ）し、国や国民を守る努力を妨げてきた。武力で日本を威嚇しようとする勢力の動きはそれに乗じたものだ。
　安全保障関連法の制定が、抑止力を向上させた点は評価できる。だが、与党内に「安保法があるから９条改正は先送り」との考え方があるのはおかしい。
　海外での武力行使を禁じている９条の制約があるため、北朝鮮にいる拉致被害者の居場所が分かっても自衛隊は救い出せない。
　平時の行動中に、近くで米軍艦船や航空機が外国軍から攻撃されても、自衛隊は助けられない。これらは、日米同盟の抑止力を高める上で支障になっている。
　《お務めの明記が重要だ》
　安倍晋三首相は「私は政局の渦中にいるから、自民党に任せる」と改正論議の先頭に立つことを控える姿勢もみせる。だが、自らの信念に基づき、改正の具体論を国民に語ることが不可欠である。
　天皇陛下が８月に「象徴としてのお務め」に関するお気持ちを示され、譲位やお務めのあり方に関する検討が進められている。
　憲法上、お務めは国務大臣の任命などの国事行為しか挙げられていないが、その他にも国や国民の安寧を祈られる宮中祭祀（さいし）や皇室外交、被災地ご訪問などがある。
　いずれも象徴として、立憲君主として大切な役割である。憲法で明確に位置付けることは、国柄の反映にとっても重要である。

東京新聞／2016/11/3 8:00

社説　憲法公布７０年／感激を忘れぬために

　七十年前のきょう、日本国憲法が公布された。戦争犠牲者を思い、国内外に不戦と平和を宣言したのだ。その感激を忘れぬよう努めたいと思う。
　「今日は何といふ素晴らしい日であつたか」
　元首相の芦田均は憲法が公布された三日の夜、日記の冒頭にそう記した。「生（うま）れて今日位感激にひたつた日はない」と続く。
　その日は午後二時から東京の皇居前広場で祝賀大会が開かれていた。日記は描写する。
　「秋晴（あきばれ）に推進されて数十万の民衆がこの広場に集つて来た。一尺でも式場に近附（づ）かうとして左に揺れ右に揺られつゝ群集は汗をふいてゐ（い）る」
　両陛下が馬車で二重橋を出ると群衆は帽子やハンカチを振った。楽隊が「君が代」を奏すると一同が唱和した。芦田は涙をこぼした。周囲の人も泣いていた。
　「陛下が演壇から下りられると群集は波うつて二重橋の方向へ崩れる。ワーッといふ声が流れる。熱狂だ。涙をふきふき見送つてゐる。群集は御馬車の後を二重橋の門近くへ押（おし）よせてゐる。何といふ感激であるだらう。私は生れて初めてこんな様相を見た」
　中部日本新聞（中日新聞）は翌日の朝刊一面に「憲法公布、感激裡（り）に挙式」、社会面に「都に鄙（ひな）に表情は明るい」と見出しを立てて報じている。
　芦田は憲法原案を審議した衆院小委員会の委員長であり、その年の八月二十四日には衆院本会議で次のように語っている。
　「戦争放棄の宣言は、数千万の犠牲を出した大戦争の体験から人々の望むところであり、世界平和への大道である」
　この憲法は多くの戦争犠牲者の上に成り立っていると同時に、当時の人々が強く平和を望んだ上に立ってもいる。それを忘却してはならない。
　終戦の一九四五年を中心として、コンパスを回すように歴史をさかのぼってみよう。
　ちょうど七十一年前にあたる一八七四年には台湾出兵があった。明治政府による最初の海外派兵だった。九四年からは日清戦争、一九〇四年からは日露戦争をした。ロシア革命を受けて、一八年からはシベリア出兵、二七年から三度にわたり中国への山東出兵…。
　三一年には満州事変を起こした。三七年からは泥沼の日中戦争へ、さらに四一年からは無謀な太平洋戦争へと突き進んだ。
　富国強兵策から「世界の一等国」になりつつ、結局は破滅の道をたどったのである。国内外での「流血の歴史」である。
　ひるがえってコンパスを四五年から二〇一六年の今日まで回してみれば、この七十一年間は「無血の歴史」である。根幹に平和主義の憲法があったのは疑いがない。
　先人たちは実に賢明であった。憲法の力で戦争を封じ、自由で平和な社会を築いたからだ。
　それを考えれば、今は大きな歴史の分岐点にある。歴代内閣が否定してきた集団的自衛権の行使を解釈改憲によって認め、安全保障法制を数の力で押し切った。
　軍事的価値を重んずるかのような政権である。次に目指しているものは、憲法改正なのは明らかであろう。
　国民が求めていないのに、受け入れられやすい改憲名目を探す。この「お試し改憲」は目的がないという意味で動機が不純だ。
　「改憲のための改憲」は権力の乱用であるという指摘がある。
　今、われわれが見ているものは、専制主義的な権力の姿ではなかろうか。
　「憲法の番人」たる内閣法制局、日銀、公共放送たるＮＨＫの人事…。民主制度に仕組まれたさまざまな歯止めを次々とつぶしてから進んできた。いくら党是といえど、戦後でこれほど憲法を敵視する政権はなかった。
　明治時代には自由民権運動があり、さまざまな民間の憲法私案がつくられた。その中に植木枝盛（えもり）という人物がいた。思想家であり、第一回衆院選挙で当選した政治家でもあった。「東洋大日本国国憲按（あん）」という憲法案を書いた。
　人民主権や自由権、抵抗権などを求めた先進的な案である。彼には「世に良政府なる者なきの説」という演説原稿がある。
　人民が政府を信ずれば、政府はそれに付け込んで、何をするかわからない。世に良い政府などないと説いた。一八七七（明治十）年の言説として驚く。こんな一句で締めくくられる。
　「唯一の望みあり、あえて抵抗せざれども、疑の一字を胸間に存し、全く政府を信ずることなきのみ」
　「疑」の文字を胸に刻んで、今の政治を見つめよう。

しんぶん赤旗2016年11月3日(木)

主張　公布７０年を迎えて　憲法の“初心”生かすことこそ

　日本国憲法を守り生かすのか、それとも安倍晋三政権が狙う改憲で「戦争する国」に突き進むのか、憲法をめぐるせめぎあいが激しくなる中で、１９４６年１１月３日の憲法公布から７０年を迎えます。憲法は翌４７年５月３日に施行されました。憲法が制定されてから７０年間、一度も改正されず現在に至っているのは、日本国憲法が世界でも先駆的なもので、国民に定着し、度重なる改悪の策動にもかかわらず国民が改定を望まなかったからです。公布７０年を機に憲法の値打ちを見つめなおし、“初心”を生かすことこそが重要です。

平和と民主主義が原点

　日本国憲法が制定・公布されたのは、２０００万人を超すアジアの諸国民と３１０万人以上の日本国民が犠牲にされた、アジア・太平洋戦争での日本の敗戦から１年余り後のことでした。

　「日本国民は、（中略）政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する」。日本国憲法が前文の冒頭に掲げるこの言葉は、まさに憲法の初心そのものです。

　当時の日本政府は、日本の非軍事化と民主化を受け入れて降伏したにもかかわらず、憲法については戦前以来の明治憲法の部分的手直しで乗り切ろうとしました。マッカーサーを最高司令官とする占領軍（連合国軍総司令部＝ＧＨＱ）はそれを許さず、民間の案なども参考に草案を作成しました。日本政府はそれを受け入れて政府案を作成し、半年近い国会審議でも修正を加え、制定に至ったのです。

　憲法の制定作業を支え、憲法学者としても活動した佐藤功氏（故人）は、５５年に出版しつい先日復刻された『憲法と君たち』の中で、日本国憲法は明治憲法のもとでの間違った政治を繰り返さないため、民主主義と基本的人権の尊重を原則にしたが、「一番ほこってもよい」のは二度と戦争をしないことをはっきり決めたことだと指摘しています。「ほかの国ぐにはまだしていないこと」を「日本がやろうというわけだ」―と。「憲法が君たちを守る。君たちが憲法を守る」。佐藤氏の言葉です。

　日本国憲法を変えてしまおうという改憲勢力はしばしば、憲法は「押し付けられた」ものだといいます。しかし、戦争に反対し、「国民が主人公」の政治を求め続けてきた戦前・戦後の国民のたたかいを振り返れば、日本国憲法を「押し付け」などと描くのは一面的です。戦前戦中、命懸けで戦争に反対した日本共産党が、戦後も他党に先駆けて「新憲法の骨子」を発表（４５年１１月）し、「主権は人民にある」と主張、その後の憲法制定議論に影響を与えたといわれていることも特筆すべき事実です。

初心否定する改憲許さず

　今年、教育学者の堀尾輝久氏が、戦争放棄、戦力不保持をうたった憲法９条を４６年１月に提案したのもマッカーサーではなく、当時首相だった幣原（しではら）喜重郎だったという史料を発掘して話題になりました。改憲勢力の「押し付け」憲法論はいよいよ通用しません。

　日本国憲法の平和主義、民主主義、基本的人権の尊重の原則を丸ごと踏みにじっているのが自民党の憲法改正草案です。憲法の“初心”を踏まえ、なによりこの改憲案は許さないことがいま重要です。

社説　憲法公布７０年　社会に生かす努力こそ
北海道新聞11/03 08:55
　憲法が公布されてから、きょうで７０年となった。
　平和、自由、民主の国へと再出発した戦後の日本を支え、今も暮らしや社会の基本となっている。その価値は色あせていない。
　一方で、自民党などは改憲への動きを強めており、国会では近く、衆院憲法審査会が再開される。
　改憲は本当に必要か、むしろ憲法を生かすことが大切なのではないか。こうした時期だからこそ、私たちは主権者として、国を形づくる原点を確かめておきたい。
　憲法は戦後の１９４６年１１月３日に公布、翌年５月３日に施行された。戦禍と人権抑圧から解き放たれた多くの国民に歓迎され、後の日本社会に定着していった。
　それは現代にも受け継がれている。たとえば２５条の生存権だ。社会保障の水準低下が深刻となり、非正規労働が広がる今、国が負うべき責務を明確にしている。
　個人の尊重、男女の平等、戦争放棄、幸福を追求する権利。憲法がさまざまに示す「あるべき形」を社会の現実へと生かす努力は、今でも求められている。
　７０年を経た憲法は、決して時代遅れになっていない。
　振り返っておきたいことがある。１０年前、憲法公布６０年のころだ。それは第１次安倍晋三政権が発足したすぐ後に当たる。
　当時、安倍首相は海外メディアとのインタビューで、憲法９条を「時代にそぐわない典型的条文」として、改憲の重要な項目に掲げた。「任期中に憲法改正を目指したい」とも述べた。
　そして今年初めにも、自民党改憲草案に関して「９条についても、２項は変えていくと示している」と発言。改憲を「私の在任中に成し遂げたい」と語っていた。
　ところが先の参院選で勝利し、改憲発議に必要な議席を確保するとトーンを弱める。いま首相は「静かな環境で議論したい」と、前のめりの姿勢を隠している。
　経過を見れば、首相の狙いが９条にあることは紛れがない。党総裁の任期が延長されたのも、これと無縁ではないだろう。
　政治的な意図を表に出さず、反発を避けながら実現を図る。姑息（こそく）な政治手法と言うほかない。
　最近の世論調査では、改憲を認める回答が５８％を占めた。だが安倍首相の下での改憲への賛成は４２％にとどまった。世論の多数は、不透明な改憲論議に懐疑的だ。
　憲法を議論する機会は今後も増えるだろう。そこに危うい主張はないか、目を凝らし見極めたい。
社説　憲法公布７０年／原点に返り意義問い直す時
河北新報2016年11月03日木曜日
　日本国憲法は１９４６年に公布されてから、きょうで７０年を迎えた。
　この間、日本は一度も戦渦に巻き込まれることはなかった。憲法９条が掲げる「平和主義」が防波堤になったことは言うまでもない。
　「国民主権」と「基本的人権の尊重」とともに３原則が自由を謳歌（おうか）できる社会を築き、経済的発展の礎となってきたことにも異論はなかろう。
　これまで一言一句変えられないまま、戦後を歩んできた憲法が公布７０年の節目の今、重大な岐路に立たされていると言っても過言ではない。
　過去を振り返れば、改憲論争は度々繰り返されてきたが、今度は現実味を持って語られるようになった。改憲勢力が衆参両院で、発議に必要な３分の２を占めたからだ。
　「改憲温度」がここまで高まった背景には、「在任中に憲法改正を成し遂げたい」と強い意欲を示す安倍晋三首相の存在がある。
　祖父、岸信介元首相も成し遂げなかった自主憲法の宿願を実現しようという思いかもしれない。だが、どの条文をどう変えていくのか、７月の参院選でも口をつぐんだため全く伝わって来なかった。本心を隠しているのでは、という疑念が払拭（ふっしょく）できないのだ。
　だからこそ、国民は警戒感を持っている。共同通信の世論調査によると、安倍首相の下での改憲に５５％が反対し、賛成の４２％を上回っている。
　自民党の改憲草案は９条を改正し、自衛隊を国防軍と明記。さらに国民の人権を「公益」を理由に制限したり、国旗・国歌尊重の義務を課したりする、時代に逆行するような復古調の内容だ。
　安倍首相は自民党草案についてこだわらない旨の答弁をしているものの、論議のベースにしたい意向は変わらないようで、野党の取り下げ要求にも応じていない。
　本来、権力を拘束するはずの憲法が、安倍政権の手で逆に国民を縛るような内容に改正されるかもしれない－。こんな危惧が国民の意識のどこかにあるのではないか。
　自民党の現憲法批判に、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け論」がある。
　ただ、国民が太平洋戦争の惨禍を経験して、「戦争はもうごめん」「日本の政治は間違っていた」という共通の価値観があればこそ、新憲法を受け入れたのは間違いない。
　しかし、戦後７０年余、戦火をくぐり抜けた生き証人たちは年とともに、減少の一途にある。憲法の崇高な理念も下支えしてきた「体験」という土台が弱まってくれば、形骸化しかねない。最近の改憲論台頭と無縁ではなかろう。
　衆院憲法審査会が１０日再開される。現状で改憲を急ぐ理由は見当たらず、国民からも望む声は乏しい。国際情勢が緊迫する今だから、７０年前の原点に立ち返って意義を問い直す必要がある。現状維持の選択があってしかるべきだ。
東奥日報2016年11月3日(木)

社説　改正論議　拙速は避けよ／憲法公布70年

　日本国憲法が敗戦翌年の1946年11月3日に公布され、70年を迎えた。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を基本原則とする日本の最高法規だ。幾度か改正論議が提起されたが、これまで改正されたことはない。

　占領下で制定されたために「押し付けられた」として自主憲法制定を主張する改憲論もある。だが、現憲法は帝国議会での審議で修正され、正式な手続きによって成立した。70年を経て国民に定着し、内政・外政の基礎になっていると言えよう。

　その憲法を巡る政治状況は今年大きく変化した。改憲への強い意欲を示す安倍晋三首相の下、7月の参院選の結果、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲案の発議に必要な「3分の2以上」の議席を占める状況となった。近く参院選後初めての衆参憲法審査会が開催される。

　自民党は改憲項目を絞り込み、国民投票に向けた改憲案発議の手続きを進める構えだ。ただ「改憲勢力」とされる政党の間でも具体的な項目に対する見解は異なる。野党第1党の民進党は安倍政権下での改憲に反対している。

　公布70年に当たって、共同通信社が郵送方式で実施した世論調査によると、改憲が「必要」「どちらかといえば必要」とする改憲派は計58％に上った。その理由を聞いたところ、「憲法の条文や内容が時代に合わなくなっている」のほか、「新しい権利や義務などを盛り込む必要があるから」「米国に押し付けられた憲法だから」など多様だ。

　改憲派が多数を占める一方で、安倍首相の下での改憲には55％が反対しており、賛成の42％を上回った。国民は拙速な議論を警戒している－と言えるのではないか。

　自民党は2012年に改憲草案をまとめ、安倍首相は各党にも案の提示を求める。自民党草案は、国民に憲法を尊重する義務を課し、「公益や公の秩序」を守るために人権を制限する規定を盛り込んでいる。国家権力を縛るという立憲主義に反し、人権尊重にも逆行するとの批判がある。

　国政と国民生活の基礎である憲法の改正論議を、議会多数派が強引に進めることは許されない。憲法の理念はどこまで実現されているのか。私たちはどういう国と社会を目指すのか。腰を据えて冷静に議論し、憲法を改正する必要があるのかしっかりと考えたい。

時評　憲法公布７０年　改憲ありきの議論慎め
デーリー東北11月4日 
　日本国憲法が公布されて３日で７０年。衆参両院で憲法改正に前向きな勢力が改憲案の国会発議に必要な３分の２以上の議席を占める政治情勢を背景に、改憲論議が本格的に動き始めようとしている。
　１年以上も機能停止が続いていた衆院憲法審査会は１０日に再開し、現行憲法の制定過程などをテーマに自由討議する。参院憲法審査会も１６日に９カ月ぶりに再開する。
　自民党など積極的改憲派は来年の通常国会以降、できるだけ早く具体的な改憲項目の絞り込みに議論を導きたい意向だ。
　安倍晋三首相も国会答弁などで国会発議に向けて審査会の議論を加速させたい考えを表明している。自民党総裁任期の延長が了承され、２０１８年９月に任期切れを迎えるはずだった安倍氏はさらに３年間の首相続投も視野に入ってきたことで、宿願の「首相在任中の改憲」に一段と意欲を燃やしているようだ。
　気になるのは自民党などが、まるで改憲は既定路線であるかのように「前のめり」の姿勢を強めていることだ。
　「国民主権」「平和主義」「基本的人権」を原則とする現行憲法が、戦後の歩みを通じて国民の間に広く定着していることは疑いようがない。
　憲法を改正するならば、どんな不具合や不備があり、どこをどう変えるか、その必要性を徹底的に吟味し、国民大多数の納得が得られる形にしなければならない。「改憲ありき」の性急な議論を慎むのは当然だろう。
　改憲に前向きな勢力が衆参両院で３分の２以上の議席を占めているといっても、改憲項目を巡る各党のスタンスはまちまちだ。自民党は非常時に首相の権限強化や基本的人権の制約などを可能にする「緊急事態条項」新設や、参院選挙区の合区解消を狙った改正案を優先的に検討しているが、新しい価値を憲法に書き込む「加憲」の立場を取る公明党はどちらにも慎重。日本維新の会は統治機構改革を主眼にした改憲を主張―といった具合だ。
　改憲に慎重もしくは反対の勢力からは、天皇陛下の生前退位に関連する「象徴天皇制の在り方」や、昨年成立した安全保障関連法の是非を改めて取り上げようとする動きもある。
　憲法審査会の議論が今後、紆余（うよ）曲折をたどるのは必至とみられ、改正原案を作成して国会発議に至るかどうかもまだ見通せない。ただ憲法を取り扱う以上、安倍氏のこだわりがどうであれ、議論が熟すまで審議を尽くす姿勢だけは堅持すべきだ。
社説　憲法の岐路　公布から70年　主権者の意思が問われる
信濃毎日新聞11月3日 
　きょうは文化の日。敗戦から１年余を経た１９４６年のこの日、現憲法は公布された。それから７０年。私たちはいま、改憲がかつてなく現実味を帯びる中で、この日を迎えている。
　７月の参院選を経て、与党の自民党を中心とする改憲勢力は衆参両院で３分の２を超す議席を占めるに至った。改憲案の国会発議に必要な議席数である。
　安倍晋三首相はかねて、在任中の改憲に意欲を隠さない。党総裁任期の延長による、さらなる長期政権が視野に入った。その状況で、衆院の憲法審査会が動きだす。
　振り返れば、公布６０年の２００６年当時も安倍氏は政権の座にあった。憲法改正の手続きを定める国民投票法を成立させ、改憲に道筋を付けている。
　憲法審査会は、この法律に基づいて衆参両院に設けられた。過去に置かれた憲法調査会とは位置づけを異にし、改憲原案を審議する役割を担う。
　　　＜土台掘り崩す動き＞
　当時の安倍政権下で改定された教育基本法は、「愛国心」を教育の目標に据えた。憲法と理念を共有する基本法の根幹を変えることは、改憲の一里塚でもあった。
　１２年末の総選挙で政権を奪い返した安倍首相の下、勢いを増して進むのは、憲法と民主主義の土台を掘り崩す動きである。特定秘密保護法を制定したこと、歴代内閣の憲法解釈を一方的に変更して集団的自衛権の行使に道を開いたことは、その最たるものだ。
　秘密保護法は、防衛、外交など政府が持つ広範な情報を「特定秘密」に指定し、漏えいに重罰を科す。知る権利や報道の自由を侵害するばかりか、市民活動の抑圧に悪用される懸念も大きい。
　集団的自衛権をめぐる憲法解釈について、首相は国会で「最高責任者は私だ」と述べた。権力を憲法で縛る立憲主義を軽んじる発言と批判されている。大多数の憲法学者らが違憲と指摘する声にも耳を貸さず、安全保障関連法は与党の力ずくの採決で成立した。
　　　＜覆される根本理念＞
　自民党は民主党政権下の１２年、新たに改憲草案をまとめている。「わが党の案をベースにしながら、どう３分の２を構築していくかが政治の技術だ」。７月の参院選の翌日、安倍首相は語った。
　いよいよ具体化の段階に入ったという意気込みがにじむ。だが、自民党草案は改憲論議のベースになり得る内容ではない。
　憲法１３条は、すべて国民は「個人として」尊重される、と定める。草案はこれを「人として」に改めた。わずかな違いのようだが、根本的な隔たりがある。
　多様な個人をかけがえのない存在として尊重する。それが人権保障の大前提だ。個ではない「人」と捉えるのでは、人権を守る憲法の核心が失われる。
　草案に鮮明なのは、「公益、公の秩序」を個人の権利に優先させ、国家を重視する姿勢である。憲法の前文が「日本国民は」で始まるのに対し、草案は「日本国は」で始まる。基本的人権は永久に侵すことができないと宣言した９７条は、丸ごと削除している。
　　　＜次の世代への責任＞
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重―。憲法の３原則を草案はことごとく覆しかねない。９条２項「戦力不保持」の規定は削り、「国防軍」を明記した。天皇を「元首」とし、日本は「天皇を戴（いただ）く国家」と位置づけている。
　自民党は先月、草案を憲法審査会に出さないことを決めた。事実上の棚上げだが、撤回したわけではない。党が草案に沿って改憲を目指すことに変わりはない。
　もとより憲法は、国内外の状況の変化を踏まえて、改めるべき点があれば改め、足りないところは補っていくべきものだ。その判断をするのは主権者の国民である。議論は大いにあっていい。
　大事なのは、何のために憲法はあるか、という根本に立ち返って考えることだろう。歴史の教訓が憲法には刻まれている。国民主権や人権の保障は、専制政治や独裁に人々が苦しんだ時代を経て獲得されてきた普遍的な価値である。ゆるがせにはできない。
　９条の平和主義の背後には、戦争と核がもたらした惨禍への痛切な反省と不戦の願いがある。武力なき平和を目指す理念を手放すわけにはいかない。この憲法に立脚して世界の平和にどう貢献するかを考えるべきだ。
　であればこそ、安倍政権下で進む改憲の動きの危うさに目を向けなければならない。底流にある憲法観、歴史観を含めて、何が変えられ、どんな社会がつくられようとしているのかを見極め、声を上げたい。
　それは次の世代に対する責任でもある。憲法が脅かされる現在の状況は半面で、主権者である私たちが憲法の価値を自らのものとする機会になり得る。問われるのは、一人一人の意思である。 

社説　憲法公布７０年　腰据えた議論を求めたい
新潟日報2016/11/03
　日本国憲法が公布され、３日で７０年を迎えた。
　自民党を中心にした「改憲勢力」が衆参両院で国会発議に必要な３分の２を超え、１年以上、機能停止していた衆院憲法審査会が１０日、開かれる予定だ。改憲に意欲を示す安倍晋三首相は審査会での議論の進展に期待する。
　一方、公布７０年を前に、共同通信社が実施した世論調査では、改憲に揺れる思いが見えてきた。
　結論ありきの拙速な話し合いでなく、腰を据えた丁寧な議論が求められている。
　１９４５年８月１５日に日本が第２次世界大戦で敗れたのを受け、日本国憲法は制定された。４６年１１月３日に公布され、半年後の４７年５月３日に施行された。
　４６年１１月４日の本紙は、３日の様子を「再生日本の輝く門出」「歓びの声　谺（こだま）して」という見出しで伝えた。
　新潟市では祝賀花火が上がり、商店街には人があふれ、歓喜と慶祝一色だったという。
　国民主権、基本的人権の尊重、平和主義という新憲法の三つの基本原理が、期待を持って迎えられたのは想像に難くない。
　ただ、７０年の時の流れで、憲法をめぐる環境は変わった。
　国のトップが改憲を志向し、初めて国会が発議可能な勢力図になった。私たちは改憲か否かの岐路に立っているといえよう。
　世論調査では、憲法改正「必要」との回答が５８％と過半数を占めながら、安倍政権下での改憲には「反対」が５５％の多数となった。
　７月の参院選で改憲が争点だったと思うかの問いには「思わない」が７１％と圧倒した。
　９条改正については、「必要」４５％、「必要ない」４９％と不必要が多いもののほぼ拮抗（きっこう）した。
　改憲派に理由を聞くと「憲法の条文や内容が時代に合わなくなっている」が最多の６６％を占めた。
　これらから言えるのは、改憲の議論は必要だが、安倍自民党に白紙委任したわけではない。慌てず丁寧に進めてほしいというのが世論の多数意見ではないか。
　「憲法と君たち」という本が先月、時事通信社から出版された。
　憲法学の大家、故佐藤功氏が５５年に、小、中学生向けに書いた。その復刻新装版だ。
　当時は連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の「押し付け」でなく自主憲法を制定すべきだとの改憲派と護憲派の緊張関係が高まっていた。
　日本国憲法制定に関わった佐藤氏は、その理想や知識を子どもたちに分かってもらおうと平易な言葉で語りかけた。
　民主主義と基本的人権と平和主義の三つは「どうしても変えてはならない」と訴えた。
　もし変えるならばこの間の戦争で受けた日本人の大きな犠牲が何の意味もなくなると記した。
　中でも、平和主義、戦争放棄は、日本が他国に先んじて憲法で規定した、世界に向けて誇るべきことだと説いた。
　締めの一文はこうだ。
　「憲法が君たちを守る。君たちが憲法を守る」
　いま、かみしめたい。
中日新聞2016年11月3日
 社説　感激を忘れぬために　憲法公布７０年
　七十年前のきょう、日本国憲法が公布された。戦争犠牲者を思い、国内外に不戦と平和を宣言したのだ。その感激を忘れぬよう努めたいと思う。
　「今日は何といふ素晴らしい日であつたか」
　元首相の芦田均は憲法が公布された三日の夜、日記の冒頭にそう記した。「生（うま）れて今日位感激にひたつた日はない」と続く。
　その日は午後二時から東京の皇居前広場で祝賀大会が開かれていた。日記は描写する。
戦争犠牲者を忘れるな
　「秋晴（あきばれ）に推進されて数十万の民衆がこの広場に集つて来た。一尺でも式場に近附（づ）かうとして左に揺れ右に揺られつゝ群集は汗をふいてゐ（い）る」
　両陛下が馬車で二重橋を出ると群衆は帽子やハンカチを振った。楽隊が「君が代」を奏すると一同が唱和した。芦田は涙をこぼした。周囲の人も泣いていた。
　「陛下が演壇から下りられると群集は波うつて二重橋の方向へ崩れる。ワーッといふ声が流れる。熱狂だ。涙をふきふき見送つてゐる。群集は御馬車の後を二重橋の門近くへ押（おし）よせてゐる。何といふ感激であるだらう。私は生れて初めてこんな様相を見た」
　中部日本新聞（中日新聞）は翌日の朝刊一面に「憲法公布、感激裡（り）に挙式」、社会面に「都に鄙（ひな）に表情は明るい」と見出しを立てて報じている。
　芦田は憲法原案を審議した衆院小委員会の委員長であり、その年の八月二十四日には衆院本会議で次のように語っている。
　「戦争放棄の宣言は、数千万の犠牲を出した大戦争の体験から人々の望むところであり、世界平和への大道である」
　この憲法は多くの戦争犠牲者の上に成り立っていると同時に、当時の人々が強く平和を望んだ上に立ってもいる。それを忘却してはならない。
流血と無血二つの道
　終戦の一九四五年を中心として、コンパスを回すように歴史をさかのぼってみよう。
　ちょうど七十一年前にあたる一八七四年には台湾出兵があった。明治政府による最初の海外派兵だった。九四年からは日清戦争、一九〇四年からは日露戦争をした。ロシア革命を受けて、一八年からはシベリア出兵、二七年から三度にわたり中国への山東出兵…。
　三一年には満州事変を起こした。三七年からは泥沼の日中戦争へ、さらに四一年からは無謀な太平洋戦争へと突き進んだ。
　富国強兵策から「世界の一等国」になりつつ、結局は破滅の道をたどったのである。国内外での「流血の歴史」である。
　ひるがえってコンパスを四五年から二〇一六年の今日まで回してみれば、この七十一年間は「無血の歴史」である。根幹に平和主義の憲法があったのは疑いがない。
　先人たちは実に賢明であった。憲法の力で戦争を封じ、自由で平和な社会を築いたからだ。
　それを考えれば、今は大きな歴史の分岐点にある。歴代内閣が否定してきた集団的自衛権の行使を解釈改憲によって認め、安全保障法制を数の力で押し切った。
　軍事的価値を重んずるかのような政権である。次に目指しているものは、憲法改正なのは明らかであろう。
　国民が求めていないのに、受け入れられやすい改憲名目を探す。この「お試し改憲」は目的がないという意味で動機が不純だ。
　「改憲のための改憲」は権力の乱用であるという指摘がある。
　今、われわれが見ているものは、専制主義的な権力の姿ではなかろうか。
　「憲法の番人」たる内閣法制局、日銀、公共放送たるＮＨＫの人事…。民主制度に仕組まれたさまざまな歯止めを次々とつぶしてから進んできた。いくら党是といえど、戦後でこれほど憲法を敵視する政権はなかった。
　明治時代には自由民権運動があり、さまざまな民間の憲法私案がつくられた。その中に植木枝盛（えもり）という人物がいた。思想家であり、第一回衆院選挙で当選した政治家でもあった。「東洋大日本国国憲按（あん）」という憲法案を書いた。
世に良い政府はない
　人民主権や自由権、抵抗権などを求めた先進的な案である。彼には「世に良政府なる者なきの説」という演説原稿がある。
　人民が政府を信ずれば、政府はそれに付け込んで、何をするかわからない。世に良い政府などないと説いた。一八七七（明治十）年の言説として驚く。こんな一句で締めくくられる。
　「唯一の望みあり、あえて抵抗せざれども、疑の一字を胸間に存し、全く政府を信ずることなきのみ」
　「疑」の文字を胸に刻んで、今の政治を見つめよう。
論説　憲法公布７０年　いまも理念は輝いている

福井新聞2016年11月3日午前7時30分

「思考停止」－安倍晋三首相が好んで使う言葉だ。９月の臨時国会における所信表明演説で最後をこう締めくくった。「憲法はどうあるべきか。決して思考停止に陥ってはなりません。互いに知恵を出し合い、共に『未来』への橋を架けようではありませんか」
　テレビ番組では憲法改正について「指一本触れてはならないという考え方はおかしい。今を生きる政治家として責任を放棄していることではないか」と断じた。
　■戦後体制から脱却■
　首相にとって憲法改正が悲願。確固とした政治信念であることは明らかだ。自身の公式サイトに▽占領下でＧＨＱ司令部の指示に基づき作った▽新しい価値観や課題に対応できていない▽憲法は国の基本法。日本人自らの手で書き上げていくことこそが新しい時代を切り拓いていく―と改正理由を３点挙げ「もちろん第９条では『自衛軍保持』を明記すべき」とする。
　「戦後レジーム（体制）からの脱却」を掲げ、改憲を妄信するあまり、首相自身が「思考停止」に陥っていないだろうか。
　■政権には拒否反応■
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重を基本原理とする日本国憲法が公布されて７０年を迎えた。国民に寄り添い、生きる規範であった憲法がかつてないほど激しい改正論議に巻き込まれつつある。いわゆる「押し付け」憲法から脱却し、自主憲法制定を主張する政治勢力の本格台頭である。
　しかし、現憲法は帝国議会での審議で修正され、正式な手続きで成立した。当初案では「国民主権」の言葉はなく、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）の働き掛けで「主権在民」や「普通選挙制度」「文民条項」などが明文化されたのだ。
　一方で「憲法未完論」もある。ただ、根本理念をゆるがせにしたまま改憲至上主義に走ることにどれだけ説得力があるだろう。
　共同通信の世論調査では改憲が「必要」「どちらかといえば必要」は５８％を占めた。だが、安倍政権下での改憲には５５％が反対だ。恣意（しい）的な動きや拙速な議論への警戒感は強い。
　■戦争のできる国へ■
　７月の参院選の結果、改憲勢力が衆参両院で改憲案の発議に必要な「３分の２以上」の議席を占めた。１０日から衆院で、１６日からは参院で憲法審査会の審議が再開する。自民党は改憲項目を絞り込み、国民投票に向けた改憲案発議の手続きを進める構えだ。
　自民党は２０１２年に改憲草案をまとめた。「現行憲法は国民の自由な意思が反映されていない」とし「占領体制から脱却し、主権国家にふさわしい国にする」と位置付ける。
　戦後７１年を経ていまだに占領体制なのか。草案では第２章を現行の「戦争の放棄」から「安全保障」に変え、９条では自衛隊を「国防軍」とし、集団的自衛権行使を明示している。
　■改憲より重要問題■
　さらなる懸念材料は「公益及び公の秩序」を守るため、国益を優先させ、人権を制限する規定を盛り込んだことだ。憲法は国家権力を縛るという「立憲主義」に反し、人権尊重にも逆行する。国旗・国歌の尊重など国民にさまざまな義務を課しているのも特徴だ。
　確かに、国際情勢を見れば、北朝鮮や中国の軍備拡張など安全保障環境が大きく変容。９条改正の根拠にしているが、果たして憲法を変える必要があるのか、十分議論すべきである。
　それ以上に問題なのは、基本的人権がないがしろにされ、子どもも守れず貧困と格差が拡大、劣悪な労働環境が放置されていることだ。立法や国政に「最大の尊重」を求めた「幸福追求権」（１３条）は順守されているのか。改憲以前に果たすべき責務が、あまたある。

社説　憲法公布70年　守り、守られる関係こそ

京都新聞　2016年11月03日掲載]

　その日の京都新聞１面のトップ記事は「日本国民の大きな歓喜と深い決意を込めて、新憲法公布の意義深い式典は…」と書き出す。
　７０年前のきょう、日本国憲法が公布された。国民主権（民主主義）、基本的人権、平和といった理念は、暗く息苦しい戦争の時代をくぐり抜けた当時の人々にまぶしく見えたに違いない。
　京都市内では府知事や市長も列席した公布記念式典が大々的に開かれた。府内各地で憲法を解説する講習会や、移動映画、紙芝居、チラシ配布なども行われた。
　当時の興奮を想像すれば、憲法が国民の意に反してＧＨＱ（連合国軍総司令部）に「押しつけられた」とする論がいかに表面的かが分かる。京都市出身で、内閣法制局参事官として憲法制定過程に深く関わった故佐藤功・上智大名誉教授も、押しつけ憲法論は「愉快ではない」と憤っている。
　憲法解釈の第一人者だった佐藤氏が青少年向けに書いた「憲法と君たち」（時事通信社）がこのほど復刻された。憲法がやぶられる場合について言及している。
　＜国会や内閣が、事情が変わったということで、また、へりくつをつけて、作られたときとは別のように憲法が解釈され、無理やりにねじ曲げ＞られてしまう。そのやり方は＜多数党が、少数党の反対の意見など初めから聞こうともせず、ろくに議論さえもしないで、数で押し切ってしまう＞と。
　まるで現在の政治状況を予知していたかのような卓見である。出版は、自民党が結党された１９５５年。復古的な改憲論が現れ、護憲派と世論を二分していた。そうした状況も現在と重なる。
　愛国心や公共精神の強調（教育基本法改正）、知る権利の制約（特定秘密保護法）、集団的自衛権の行使容認（安全保障関連法）…。延べ５年近い安倍晋三首相の在任中、憲法の理念にそぐわない法律がさまざまな「へりくつ」を付けて与党の数の力で成立した。そして今、憲法自体の改正が現実味を帯びる。
　佐藤氏は改憲の可能性を認めつつ、戦争の犠牲の上に築かれた憲法の民主主義、基本的人権、平和という３原則は「どうしても変えてはならない」と訴える。信じ難いが、改憲草案をめぐる自民党内の議論では３原則に批判が相次いだ。そうなれば憲法の改正ではなく破壊である。
　佐藤氏は著書の末尾に記した。＜憲法が君たちを守る。君たちが憲法を守る＞。憲法と国民が、ずっとそんな関係であり続けたい。

神戸新聞2016/11/03
社説　公布７０年／まず理念を深めることから
　日本国憲法が公布されて７０年になる。憲法は、平和と経済発展の道を歩んできた戦後日本の土台である。だが、夏の参院選により憲法改正に賛同する勢力は、衆参両院で国会発議に必要な３分の２を超え、改正はより現実味を帯びている。
　　　　　　　◇
　まず７０年前の原点を見つめたい。
　「未曽有の敗戦により帝都の大半が焼け野原と化し、寡婦と孤児の涙が乾く暇なき今日、いかにして希望の光を与えることができるか」
　１９４６年８月２４日、衆院本会議場。憲法改正案を審議してきた特別委員会の委員長、芦田均が報告を行った。「改正憲法の最大の特色は戦争放棄を宣言したことだ」とし、思いの丈を述べる芦田に大きな拍手が何度も起き、すすり泣きが漏れた。
　「平和的、民主的、責任政府を樹立することはどうして達成できるか、これらは民主的憲法の制定と、新憲法の裏付けとなるべき国民文化の向上とによってのみ成し遂げ得る」と演説は続いた。
　対米開戦に反対し、大政翼賛会にも抵抗した芦田は、戦後初の帝国議会で敗戦を招いた原因と責任の所在を明らかにするよう政府に迫った。
　一方で戦争放棄をうたう憲法９条の後段に「前項の目的を達するため」を挿入した「芦田修正」でも有名だ。この文言で自衛のための戦力保持が可能になったとされる。修正にはさまざまな議論があるが、芦田が平和を願い、新憲法制定に尽くしたことは確かである。その言葉には当時の熱気が反映されていた。
改正への強い風圧
　だが憲法が古希を迎えた今、改正への風圧はこれまでになく強い。
　安倍晋三首相は、９月の臨時国会所信表明演説で、憲法改正について「その案を国民に提示するのは、国会議員の責任だ」とし、衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう呼びかけた。１年以上の機能停止が続いていた衆院憲法審査会は今月１０日の再開を予定する。自民党は議論を進め、改正項目の絞り込みを狙う。
　改憲を悲願とする安倍首相。その動きが具体化したのは第１次安倍政権下の２００７年のことだ。強行採決で改正のための国民投票法を成立させ、衆参両院に憲法審査会を設置、道筋をつけた。
　衆参ねじれ国会や民主党政権誕生で論議は途絶えるが、安倍首相は政権奪還後、改正の発議要件を緩和する９６条改正を主張した。続いて閣議決定で９条の解釈を変更し集団的自衛権の行使を容認、昨年は安全保障関連法を成立させ、９条の歯止めを外した。憲法の空洞化である。
　正面突破を避けながら勢力を拡大し、改正への機運を高めていく。今夏の参院選のように選挙戦では憲法問題を前面に出すのを避けるが、勝利すると改正に前のめりになる。
　そうした危うい姿勢を国民も冷静に見ている。共同通信社の世論調査で、安倍政権下の改憲に５５％の人が反対したのはその表れではないか。憲法学者の多くが「違憲」とする安保関連法を強引に成立させたことへの警戒感もあるだろう。
戦後を見つめ直す
　一方で世論調査では改憲そのものに前向きな答えが過半数という結果も出た。公布７０年。時代の変化に対応すべきとの意見も根強い。
　「不磨の大典」のように扱うべきではないが、拙速な議論は望まない。それが民意であろう。
　気がかりなのは、自民党が１２年に発表した「日本国憲法改正草案」を国会に提案しないとしながらも「公式文書」としていることだ。
　草案は、交戦権を否定した９条２項を削除して国防軍創設を掲げ、天皇を「元首」とするなど保守色の強い内容になっている。
　特に問題なのは１３条の「すべて国民は、個人として尊重される」の「個人」を草案は「人」と改めた点だ。自民党発行の「Ｑ＆Ａ」は国民の権利について「西欧の天賦人権説に基づいた規定は改める必要がある」と説明する。生まれながらにして自由・平等を享受する権利を持つという考え方を否定するのでは近代憲法の流れから大きく外れる。
　現行憲法は、基本的人権の尊重、国民主権、平和主義の三大原則を掲げ、戦後日本の在り方の基本となった。そうした国の根幹が揺らぐことを国民は望んでいないだろう。
　新憲法が公布された１９４６年１１月３日の翌朝、芦田均はラジオ放送でこう呼びかけた。「憲法は国の骨組みを定める青写真にすぎませぬ。この憲法が日本再建の基盤となって、血が通い、肉がつくのでなければ、日本の将来に期待がもてない」
　この７０年間、私たちは平和国家の建設を目指し、憲法に血を通わせ肉をつける努力を重ねてきた。
　改正論議もそうした理念を深め、生かしていくことが前提になる。その上で改めるべき点はあるのか。幅広い視点で冷静に考えたい。
中國新聞／2016/11/3 10:00
社説　憲法公布７０年／権力への縛り緩めるな

　終戦から１０年の１９５５年、子ども向けに出版した「憲法と君たち」が先月復刻された。筆者は１０年前に亡くなった佐藤功氏。内閣法制局で日本国憲法制定に携わり、その主張は今も色あせない。本では子どもたちに身近な生徒会やクラスの規則を例に、やさしい言葉でつづる。
　＜君たちのおとうさんや、おにいさんや多くの日本人が、あの戦争で命を捨てた。原子爆弾で二十何万の人が死んだ。平和のために、あの犠牲があったのだ。こう考えれば、今の日本の憲法をどんなふうに変えてもいいということにならないのが、君たちにもわかるだろう＞
　きょうで憲法公布７０年を迎えた。改正発議に必要な衆参議席の「３分の２」がそろい、改憲が現実味を帯びる中、あらためて憲法とは何か考えたい。
　第一に戦後の日本社会を形づくったことだ。自由が抑制されて多くの犠牲を払った戦前のような時代に戻らないという、国民の決意と希望から生まれた。
　とりわけ９条が定める戦争放棄と平和主義である。戦地に赴いた経験がある佐藤氏はこれこそ他国の手本となると訴えた。
　だが現代の日本は逆の方に向かいつつあるのではないか。
　安倍政権は集団的自衛権の行使を巡って無理な解釈改憲に踏み切り、さらに強引に安全保障関連法を制定した。
　自主憲法制定を掲げて自民党が誕生したのは、この本の出版の年である。＜へりくつをつけて、憲法がつくられたときとは別のように憲法が解釈され、むりやりにねじまげて憲法が動かされるということがある＞。こう記す佐藤氏は将来を予見していたのかもしれない。
　憲法の本質は権力を暴走させないための縛りとされる。言い換えれば、国民の自由を守るとりでである。多くの民主国家では常識だ。わが国も９９条で天皇や国会議員、公務員らに憲法擁護を義務付ける。為政者が憲法を軽んじる現状を考えると、その縛りが危機に直面していると言わざるを得ない。
　むろん憲法には改憲発議の規定がある。不磨の大典とはいえまい。国際社会における日本の立場は変わり、国民の意識や価値観も多様化する。とはいえ１強政治の下、数の力で押し切る今の政治手法で改憲論議を前に進めることは許されない。
　特に憲法１１条をはじめとする基本的人権への向き合い方だ。野党時代の４年前に発表された自民党の改憲草案を読む限り、個人の自由や権利より「公益や公の秩序」を優先させているように映る。野党などの反発で草案は「棚上げ」の扱いになったが、党としての主張のベースにあることは変わるまい。
　自民党にとって本丸のはずの９条改正論議を避け、さまざまな「お試し改憲」の案がある。国民が今すぐにと望むものなのか。改憲ありきで前のめりになる前にやるべきことがあろう。雇用不安や格差拡大が深刻化する中で、憲法で定める基本的人権の確立が道半ばであることを忘れてほしくない。
　１０日から衆院で憲法審査会が再開され、追って参院でも開かれる。各党で意見の隔たりを抱える中、「憲法制定の過程」などを話し合う。まず憲法の意義に向き合い、国民本位の議論を求めたい。主権者たる私たちも無関心であってはならない。

論説　憲法公布70年　理念を生かす取り組みを

山陰中央新報'16/11/03

日本国憲法は１９４６年１１月３日の公布から７０年を迎えた。国民主権、平和主義、基本的人権の尊重を基本原理とする憲法に対し、これまで幾度か改正論議が提起されたが、一度も改正されず、現在に至っている。
　太平洋戦争の終戦後、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）から憲法改正草案が突きつけられ、それを元に制定されたことで「押し付けられた」として自主憲法制定を主張する改憲論がある。一方で、その後帝国議会での審議で修正され、正式な手続きによって成立し、その後７０年を経て国民に定着し内政・外政の基礎になっているとも言える。
　現行憲法の理念がどこまで実現されているのか。私たちはどういう国と社会を目指すのか。腰を据えて議論し、憲法のあり方についてしっかりと考えたい。
　憲法を巡る政治状況は大きく変化した。改憲に強い意欲を示す安倍晋三首相の下、７月の参院選の結果、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲案の発議に必要な「３分の２以上」の議席を占めた。近く参院選後初めての衆参憲法審査会が開催される。
　自民党は改憲項目を絞り込み、国民投票に向けた改憲案発議の手続きを進める構えだが、「改憲勢力」とされる政党の間でも具体的な項目に対する見解は異なっている。野党第１党の民進党は安倍政権下での改憲に反対する。
　公布７０年に当たって共同通信が実施した郵送世論調査では、改憲が「必要」「どちらかといえば必要」は計５８％に上る。その理由は「時代に合わない」から「新しい権利を盛り込むべきだ」まで多様だ。安倍政権下での改憲には５５％が反対と答えたが、十分な議論が前提となる、という考えが強い。
　自民党は２０１２年に改憲草案をまとめ、安倍首相は各党にも案の提示を求める。だが自民党草案には問題点が多い。国民に憲法を尊重する義務を課し、「公益や公の秩序」を守るために人権を制限する規定を盛り込んでいる。立憲主義において憲法は国家権力を縛る役割という考えがあり、人権尊重という面からも国会審議のたたき台としては不十分ではないか。
　憲法は条文改正には至っていないものの、運用面では実質的に大きく変わっている。「戦力の不保持」を定めた９条があっても、国の安全を守るために自衛隊を必要とし、防衛費は年間５兆円を超える規模になった。憲法解釈の変更によって海外での武力行使につながる集団的自衛権の行使を解禁する安全保障関連法も成立した。
　９条改正論の理由には北朝鮮や中国の軍備拡張など安全保障環境の変化を挙げる声がある。しかしそのために憲法を変える必要があるのか、十分な議論が必要だ。また、基本的人権は守られているか。貧困や格差拡大による生活苦、劣悪な状況で働く人など課題は多い。
　生活や教育支援など、憲法の理念に沿って現実を改善しようという活動も広がった。プライバシーや知る権利など、明記されていない権利も憲法から導き出されており、憲法が戦後日本の礎として機能してきたことは間違いない。その崇高な理念に立ち返り、それを生かす取り組みが求められている。


社説　法公布７０年　戦後日本の礎　大切につなぎたい
愛媛新聞2016年11月3日（木）
　日本国憲法はきょう、公布から７０年を迎えた。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の基本三原則は、戦後日本の礎であり、国民生活のよりどころとなってきた。その重要性を今こそ再確認しなければならない。
　「文化の日」は戦争を放棄した憲法公布を祝い、「自由と平和を愛し、文化をすすめる日」として制定された。現憲法下で根付いた自由と平和の大切さをかみしめ、将来へとつないでいくための一日にしたい。
　憲法は権力を制限するための最も重要なルールだ。その「立憲主義」の縛りを、権力を持つ側が解くことが許されないことは言うまでもあるまい。だが、その憲法は大きな岐路にある。
　安倍晋三首相は２００６年の第１次政権発足当初から「在任中の改憲」を掲げてきた。その熱意は「悲願」と表現されることもある。
　ただ首相自身、何が問題なのかを具体的に示しておらず、改憲そのものが目的化しているように映る。安倍政権下での改憲議論は、最初から「なぜ変えなければならないのか」が欠落している。近く再開される衆参両院の憲法審査会でも「改憲ありき」の議論は絶対に許されないと肝に銘じるべきだ。
　首相は１２年に政権に復帰するとまず、改憲発議に必要な衆参の国会議員数を３分の２以上から過半数に引き下げる９６条の改正を目指し、改憲へのハードルを下げておこうとした。昨年は違憲の可能性が濃厚な安全保障関連法を強引に成立させた。
　ともに立憲主義に反する行為であり、その姿勢は容認できない。新しい安保法施行で、憲法の「平和主義」も危機にひんしている。このまま、なし崩し的に改憲が進みかねないことに強い危機感を抱く。
　共同通信社が先月に実施した世論調査では、日本が戦後７１年間、海外で武力行使をしなかったのは「９条があったから」と答えた人が７５％に達した。それほど憲法に寄せる国民の信頼感と期待が強いことを、政権は真摯に受け止める必要がある。
　公布７０年を機に、憲法に対する国民の関心が高まり、議論が深まることを望む。「時代に合わなくなったから」などの漠然とした理由ではなく、具体的な必要性に基づいて議論が進められるべきだ。
　そのためには国民一人一人が立憲主義や憲法の目的を正しく知っておくことが重要になる。個人を否定し、国防軍の創設を目指す自民党憲法改正草案が、現憲法の理念に反することが理解できるはずだ。
　国民が納得できる理由がなければ、これまでと同様、改憲する必要はない。７月の参院選の結果、国会は衆参両院とも「改憲勢力」が全議席の３分の２を超え、改憲がかつてないほど現実味を帯びている。しかし、選挙戦では争点にすることを避けていた。国民は、首相に改憲を白紙委任したわけではないと、くぎを刺しておきたい。
社説　憲法公布７０年  不戦の誓いどこまでも  
徳島新聞11月3日付  
　憲法が公布されて、きょうで７０年になる。
　１９４６年１１月３日、周辺にまだ焼け野原が広がる皇居前広場は、１０万人以上の人々の熱気に包まれた。大きなアーチや紅白幕、吹奏楽団の演奏。憲法公布を祝う都民大会である。昭和天皇が馬車に乗って現れると、群衆から「万歳」との声が上がった。
　戦争の惨禍を経て、多くの国民が「二度と戦争はしない」と誓い、訪れた平和が続くようにと願った。
　新しい憲法は、敗戦から立ち上がろうとする人々の希望の光だったに違いない。平和国家として歩んできた戦後日本の礎でもある。
　私たちは、あの日の誓いを忘れずにいるだろうか。公布７０年の節目に、改めて自ら問い直すことが大切だ。
　大きな分岐点に立つ
　公布を前にした４６年８月２４日、憲法を審議する衆院特別委員会の芦田均委員長は、本会議場でこう演説している。
　「これこそ数千万の人命を犠牲とした大戦争を体験して、万人が待ち望んだところであり、世界平和への大道だ」。議員からは拍手が湧き上がったという。
　同じ本会議場で今、多数を占めるのは、改正に前向きな議員である。憲法は大きな分岐点に立っている。
　改憲をライフワークとする安倍晋三首相は、在任中の実現に意欲を示した。
　７月の参院選では、自民党など与党と一部野党を合わせた改憲勢力が、３分の２以上の議席を占めた。改正案の国会発議に必要な数を、衆参両院で確保したのは初めてだ。
　長らく機能を停止していた両院の憲法審査会も今月、議論を再開する。
　議論するのは大いに結構である。問題は、自民党が改憲項目の絞り込みの協議を、今国会中にスタートさせたいとしていることだ。
　本来、憲法の改正は、現状で不都合な点があり、変える必要があるから行うものである。「改憲ありき」の姿勢は許されない。
　安倍首相は当初、９６条の改正に取り組むとしていた。改憲の国会発議要件を緩める狙いだったが、姑息（こそく）だと批判され、主張を引っ込めた。
　次に浮上したのが緊急事態条項の新設だ。非常時に首相権限を強化するもので、人権制限や政権による乱用への懸念は拭えない。既に災害対策基本法や有事法制があり、屋上屋を重ねることにもなる。
　姑息な「お試し改憲」
　環境権や財政規律条項の新設なども挙がっている。いずれも、必要性が高いとは言えまい。
　透けて見えるのは、世論の理解が得られやすい項目から手を付ける「お試し改憲」である。その先にあるのは、首相が本丸とする９条の改正だろう。
　戦争放棄、戦力不保持、交戦権否認を規定する９条は平和主義の根幹である。
　共同通信が実施した全国世論調査では、「９条があったから」日本が戦後、海外で武力行使をしなかったと思う人が７５％に達し、「関係ない」とした人は２２％にとどまった。９条が武力行使の歯止めになっているとの認識は定着していると言えよう。
　一方、９条改正が「必要」と答えた人は４５％に上り、「必要ない」の４９％と拮抗（きっこう）した。「必要」と考える理由は「北朝鮮の核開発や中国の軍備拡張など安全保障環境の変化」が６８％を占めた。
　確かに、北朝鮮や中国の動きは脅威である。だが、９条を変えれば日本はより安全になるのか。守りに徹する「専守防衛」では不十分なのか。
　安全保障は軍事だけではなく、外交や人道支援などを含めた総合力で取り組むべきものである。冷静で慎重な議論が求められる。
　世論調査では改憲派が５８％に上った半面、安倍首相の下での改憲には５５％が反対した。憲法違反の疑いが濃い集団的自衛権の行使を認めるなど、強引な手法に不安を抱く国民が少なくないからだろう。憲法が権力を縛る立憲主義も揺らいでいる。
　戦後７１年間、日本の平和と民主主義を支えてきた憲法である。私たちには、次の世代に引き継ぐ責任がある。
高知新聞2016.11.03 08:20
社説　【憲法公布７０年】民意の重みに敏感であれ
　きょうの「文化の日」は、現在の日本国憲法が公布されて７０年を迎える日だ。
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重――。この三つが憲法の基本原則であることは７０年間、変わらない。憲法は「国のかたち」、国民の暮らしの根本を定める。
　一方で憲法を取り巻く状況は、時代の流れとともに変化してきたのも事実だ。戦後の占領政策の中で「米国から押し付けられた」という憲法観をはじめ、改憲と護憲の議論の中で憲法は揺れ、７０年間の風雪に耐えてきたといえる。
　現在の安倍政権は、首相自らが任期中の憲法改正に意欲を示す。７月の参院選を経て、改憲に前向きな勢力は衆参両院のそれぞれで、発議に必要な３分の２を上回る。
　１年以上の機能停止が続く国会の憲法審査会も、再開に向け与野党が調整に入った。一見、改憲論議の機は熟したかにみえる。
　では肝心の主権者である国民は、この状況をどうみているのか。共同通信社が憲法公布７０年に当たり、１０月下旬にまとめた世論調査の結果がある。
　それによると、まず安倍首相の下での改憲には５５％が反対し、賛成の４２％を上回った。国論は二分に近いが、過半数の反対は首相には高いハードルだ。
　しかも７月の参院選で改憲が争点だったかどうかとの質問には、「そう思わない」が７１％に上り、「そう思う」はわずか２７％だった。
　首相は本気で憲法改正に踏み切るなら、現憲法のどこに不都合があり、どう変えたいのかを堂々と、丁寧に語らなければならない。国会で改憲発議に必要な議席を得たといっても、選挙の判断材料になっていないなら民意の裏付けは貧弱だ。
　こうした現状下で、くれぐれも慎まなければならないのは拙速で粗い議論だ。特に自民、公明両与党は特定秘密保護法や、集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法を、強行採決で成立させてきた過去がある。
　「安倍政権の下での改憲」に根強い反対論があるのも、力ずくの手法への、国民の警戒心が一定反映されたとみられる。憲法の基本原則に関わる問題で、政治は常に民意の重みに敏感であらねばならない。
　気になるのは自民党など改憲派と野党との間で、憲法は何のためにあるのかという基本的な憲法観に食い違いがないかということだ。
　近代憲法の目的は、国民の権利や自由を守るため、権力を縛るためにあるという「立憲主義」だ。しかし自民党の改憲草案には、立憲主義の軽視につながりかねない考え方が随所にみられる。
　基本的な憲法観に違いがあれば、描く「国のかたち」は大きく変わってくる。自民党は改憲項目の絞り込みの議論を、今国会でスタートしたい構えというが、憲法観を与野党が出し合うことが大前提だろう。民意は急ぐことを求めていない。 
社説　憲法公布７０年　普遍の理念生かす道こそ
西日本新聞2016年11月02日 10時41分 
　「歴史とは現在と過去との間の尽きることのない対話である」
　英国の歴史家、Ｅ・Ｈ・カーが残した意味深長な言葉です。
　「国のかたち」の礎である憲法を今、なぜ、見直すのか。
　戦後民主主義の起点となった日本国憲法の公布から、あすで７０年になります。折しも、国会では改憲に前向きな与野党の議席が衆参両院で３分の２を占め、発議への議論が始まりつつあります。
　そこには民意との乖離（かいり）がありはしないか。私たちは憲法が持つ普遍的な意義、役割を今の政治に照らして再確認したいと思います。
　●そもそも誰のものか
　共同通信社の憲法に関する直近の世論調査では、改憲論議に関心を持つ人が７８％に達しました。
　改憲については「必要」２０％、「どちらかといえば必要」３８％、「どちらかといえば不要」２５％、「不要」１５％‐でした。
　戦後７０年余を経て、国内外の情勢は変化し、憲法を巡る論点は多岐にわたっています。国民の関心の高まりは当然といえます。
　ただし、気掛かりなことがあります。そもそも、憲法は誰のものか。安倍晋三首相は自分が主役である、と勘違いしていないか。そうであれば「主客転倒」です。
　憲法は国民の権利を守るために為政者の権限を縛るものです。政治家が思い描く国家像を具現化するための道具ではない、と確認しておかなければなりません。
　国会の役割は、基本的に憲法の理念に沿った立法作業であり、改憲については発議までの権限しか与えられていません。あくまで主権者は国民である、からです。
　●もはや「古い」のか
　安倍政権への疑念は消えていません。いわゆる「解釈改憲」による集団的自衛権の行使容認、それに基づく安全保障法制の転換という一連の独断的な国政運営です。
　首相は、衆参の選挙で与党が連勝を重ねていることで「国民の支持は得られている」という立場のようです。果たしてそうか。
　選挙で改憲や安保法制見直しを正面から訴えたのであれば、筋が通ります。実際は消費税率引き上げを延期する公約などを前面に掲げ、有権者をけむに巻きました。
　世論調査では、改憲の必要性を認める人が６割近くに上る一方、首相の下での改憲に「反対」が５５％を占めました。首相に対する不信感の表れといえるでしょう。
　今の憲法は「もはや古い」と改憲勢力は訴えます。諸外国では時代状況に応じて何度も改憲が行われているのに、わが国では一度もないというわけです。この主張も実は説得力を欠いています。
　憲法では、確かにプライバシー権や環境権といった権利は記述されていません。それでも個人情報保護法や環境基本法など、憲法がうたう基本的人権や幸福追求権などに沿った新法が次々に生まれています。そこに鑑みれば、憲法がなお息づいているのも事実です。
　●新聞の過ち見据えて
　日本が抱える諸問題は、憲法の条文の過不足に由来するのか、それとも憲法の精神が生かされていないことに起因するのか。冷静かつ複眼的な視点が必要です。
　世界有数の経済大国を自任しながら「格差」や「子どもの貧困」が叫ばれています。相次ぐ災害による被災地の苦境、沖縄の基地負担、ヘイトスピーチ、性的少数者の差別…。これらも憲法が保障する基本的人権に関わる問題です。
　衆参の選挙制度を巡り「１票の格差」の違憲性を問う訴訟も続いています。国と地方の関係では憲法に地方分権の理念を明記すべきだ、という声もあります。
　今の憲法をどう生かすか。そして改憲を目指すならば、国民主権をいかに明示していくか、という姿勢こそが肝要です。国民の権利がいたずらに制限され、国家権力が一人歩きしたことで何が起きたか。新聞がそこに加担し、未曽有の惨禍をもたらした過ちも改めて見据えたい、と思います。
　７０年前の西日本新聞を開くと、１面の見出しにはこうあります。
　「民主の礎・日本國憲法けふ公布」「壽（ことほ）ぐ・新日本の黎明（れいめい）」「新憲法の理念實（じつ）現～われらの努力次代にも」－。当時の記者たちの自戒と高揚が伝わってきます。
　憲法は国民のものである。そして国民は未来への責任を負う、と歴史は熟慮を求めています。
社説　[憲法公布７０年] 「改憲ありき」かすむ平和と国民主権
南日本新聞 11/3 付 
　「民主日本の黎明（れいめい）　新憲法けふ（きょう）公布」「国をあげて祝典　世紀の巨歩けふ進発」
　硝煙の臭いがまだ残る敗戦後の１９４６年１１月３日、本紙１面に大見出しが躍った。
　憲法公布の日である。あれからきょうで７０年になる。
　時を経て少子高齢化や人口減、冷戦終結とテロの頻発など国内外は様変わりした。憲法もその影響を免れないのだろうか。
　衆参で改憲志向の勢力が３分の２を超え、両院の憲法審査会が再開を待っている。
　改憲が悲願の安倍晋三首相は衆院解散と総選挙をちらつかせ、事実上決まった総裁任期の延長と合わせて成就に備える。
　社会が激変する中、憲法を不断に顧みることは重要だ。
　鹿児島県内でも、護憲や改憲を目指す市民らが勉強会などを重ねている。それぞれが描く「国のかたち」に向け、理想の憲法像を追い求めているのだろう。
　憲法は立法や行政、司法など国家権力をしばり、基本的人権を守る「とりで」である。改憲であれ護憲であれ、それだけはよくよく肝に銘じたい。
■自民党案も審査会に
　自衛隊は「国防軍」、天皇は「元首」、国旗は「日章旗」、国歌は「君が代」－。
　自民党が２０１２年に決めた憲法改正草案の根幹である。当時は野党で、改憲に慎重な民主党政権に対抗したかったのかもしれない。保守色が濃い復古調だ。
　緊急事態条項も新設する。大規模な自然災害や武力攻撃が発生した際の首相の権限を強めた。
　これに沿うように、基本的人権を尊重するとしつつ「自由および権利には責任および義務が伴う」と規定した。
　綱領などに基づき、政党が憲法案を作るのは自由である。
　だが首相の権限強化や国民の権利制限は、権力の乱用を招き、人権の制約につながりかねないとの批判から逃れがたい。
　民進党もこの草案について「立憲主義を破壊するような中身だ」として撤回を求めている。
　自民党は、近く再開される衆参の憲法審査会に草案を出さない方針だ。だがこれでは、党の本音が隠れる恐れがある。
　撤回しないのなら堂々と草案を示し、その意図を説明する。野党は疑問点をただす。そんな質疑の応酬で憲法審査会の論議が深まることを期待したい。
　その上で国の将来を見据えながら、現行憲法の何がどう不備なのか。是正のため、どこをどう変えるのか。原点に戻って具体的に論じ合うべきだ。
　折からこの夏、天皇陛下が「生前退位」を強くにじませるお気持ちを表明された。その中で繰り返したのは「象徴の務め」だった。
　「日本国憲法下で、象徴と位置づけられた天皇の望ましい在り方を日々模索し」てきたが、高齢となり、「象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないか」と案じた。
　いかにも即位時から象徴だった初の天皇らしい言葉だ。護憲の気持ちもよく出ている。
　政府が設けた有識者会議が、象徴としての国事行為や公的行為の在り方、その軽減策、退位の是非などを慎重に探っている。
　国民の代表である国会も、この問題に関わって当然だ。
　憲法審査会で、有識者会議と同様の議題を冷静に討議してもらいたい。自民党草案にある元首の在りようやその務めと象徴天皇の違いなどを、国民の前で明らかにすべきである。
■世論は政権に警戒感
　改憲は必要だと思うが、安倍政権下では反対だ－。共同通信社が９月末にまとめた世論調査でそんな結果が出た。
　９条改正も必要ないと答えた人が多かった。国民は冷静なのである。安倍政権での改憲に疑心や警戒感が見える。
　日本が戦後、海外で武力行使しなかったのは９条があったから、と答えた人は７５％に達した。
　戦争放棄や戦力の不保持など平和主義を、多くの国民が支持している証左といえよう。
　一方で、安倍政権が自衛隊の国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に「駆け付け警護」など、新たな任務を与える方針に賛成は半数を超えた。ただ、ＰＫＯは今のままでよいと考える人も７０％いた。
　９条の理念と国際社会への貢献という現実のはざまで、国民の思いは揺れているのだ。
　新任務では武器使用基準が緩和される。これまで正当防衛に限っていたが、任務の妨害者へ警告射撃ができるようになる。
　集団的自衛権の行使容認と共に安全保障政策の大転換である。
　実戦で１発も撃たず１人の戦死者もいない。９条が歯止めになった「専守防衛」の成果である。それが崩れるのではないか。
　世論の揺れもそこに起因するのに、政権側は「改憲ありき」で突き進む。海外にあっては自衛隊が「武力の行使」へ近づく。
　そうなれば、憲法が７０年間、高く掲げてきた平和と国民主権はかすむばかりである。
　公布の日、あれほど歓喜した憲法の理念を生かす努力をどれだけしてきたのだろう。政治だけでなく、私たち国民も問われている。
社説　［憲法公布70年］審査会は沖縄直視せよ

沖縄タイムス2016年11月1日 07:00

　憲法は１９４６年１１月３日に公布され、４７年５月３日に施行された。あさっての３日、公布７０年を迎える。

　衆議院の憲法審査会は１０日から、参議院の憲法審査会は１６日から、それぞれ審議を再開する。

　この機会に両審査会に求めたいのは、憲法の制定過程と施行後現在に至るまでの沖縄の経験を、沖縄の人々から直に聞き取り、現地調査を踏まえて沖縄固有の憲法状況を洗い直すことである。

　４５年１２月に衆院議員選挙法が改正され、米軍占領下の沖縄県民などの選挙権は停止された。４６年４月の戦後最初の総選挙は沖縄抜きで実施され、その結果、県民は憲法改正草案（帝国憲法改正案）を審議する国会に代表を送ることができなかった。

　国民主権をうたった憲法は、沖縄代表不在の帝国議会で制定されたのである。

　サンフランシスコ講和条約を批准する５１年１０月の臨時国会にも沖縄代表はいなかった。沖縄を本土から切り離し、米軍統治にゆだねる決定的な条約の批准であったにもかかわらず、沖縄県民は主権者として国会で意思表示する機会が与えられなかった。

　琉球政府は１９６５年から５月３日を憲法記念日と定め、法定休日とした。だが、憲法が適用されなかったため、人権も地方自治もしばしば軍事上の制約を受けた。

　沖縄の経験は国民の記憶から急速に失われつつあるが、「憲法番外地」と批判されるような状況は今も続いている。復帰によって問題が解決したわけではない。

■　　　　■

　米軍普天間飛行場の移設返還をめぐる県と政府の集中協議は２０１５年９月、歴史認識の違いを浮き彫りにしただけで、歩み寄りもなく決裂した。

　翁長雄志知事は、問題の原点が戦後の強制接収にあることを強調したが、菅義偉官房長官は決裂後の記者会見で「賛同できない。戦後は日本全国、悲惨な中で皆が大変苦労して平和な国を築いた」と語った。

　敗戦国の国民が戦後、さまざまな面で苦労を重ねたのは指摘の通りであるが、沖縄と本土では歩んできた戦後が全く異なっており、同列には論じられない。

　沖縄の経験をまるでなかったかのように忘却し、その上で憲法改正を論じるようなことがあってはならない。

　沖縄では憲法体系よりも安保法体系が優位に立つ場面が少なくない。地位協定の存在が今なお、地方自治を制約している。それが現実だ。

■　　　　■

　共同通信社が８～９月に実施した郵送法による世論調査によると、安倍晋三首相の下での改憲に５５％が反対し、賛成の４２％を上回った。集団的自衛権の行使容認に象徴される安倍政権の「非立憲政治」に対して国民が警戒心を抱いていることが読み取れる。

　憲法審査会は改憲項目の絞り込みに向けた議論を急いではならない。なぜ改憲が必要なのか、改憲する必要がどこにあるのか。また沖縄を置き去りにするのか－国民の中では基本的な議論さえ進んでいない。[image: image30]
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